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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　海洋構造物の物理的変化をモニタリングするシステムにおいて、
　光繊維ブラッグ（ｂｒａｇｇ）格子を利用した少なくとも一つの光学センサを利用して
、前記海洋構造物の挙動及び構造的変化を感知する光計測機器を含み、
　前記光計測機器は、前記海洋構造物外部に設定された少なくとも一つの基準点と前記海
洋構造物上に設定された地点の間の距離変化を前記光学センサを利用して測定する伸張計
を含み、
　前記伸張計は、前記基準点と前記海洋構造物上に設定された地点の間を連結する少なく
とも一つのワイヤ―を含み、
　前記伸張計は、
　前記ワイヤーを一定張力で巻き取りするワインディング部と、光学センサを利用して前
記ワインディング部の回転数を測定する感知部と、前記感知部で測定された回転数に対応
して周期的に前記光学センサを刺激する刺激部を含むことを特徴とする海洋構造物の物理
的変化をモニタリングするシステム。
【請求項２】
　前記光学センサは、前記距離変化によって光繊維に許容される応力変化に対応して前記
光学センサを通過する光信号の波長を変化させることを特徴とする請求項１に記載の海洋
構造物の物理的変化をモニタリングするシステム。
【請求項３】
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　前記ワイヤ―はインバー（ｉｎｖａｒ）であることを特徴とする請求項１に記載の海洋
構造物の物理的変化をモニタリングするシステム。
【請求項４】
　前記光計測機器は、前記海洋構造物上の少なくとも１個以上の地点を相互連結する光繊
維ワイヤーが備わって前記海洋構造物の長さ変化を測定する伸張計を更に含み、前記光繊
維ワイヤーは、前記海洋構造物上の距離変化によって光学センサに許容される応力変化に
対応して前記光繊維を通過する光信号の波長を変化させることを特徴とする請求項１に記
載の海洋構造物の物理的変化をモニタリングするシステム。
【請求項５】
　前記伸張計は、前記海洋構造物上の同じ地点に少なくとも１個以上設置され、光繊維か
らなるワイヤーを含んで構成されて、前記ワイヤーは、前記海洋構造物上の距離変化によ
って光繊維に許容される応力変化に対応して前記光繊維を通過する光信号の波長を変化さ
せることを特徴とする請求項１に記載の海洋構造物の物理的変化をモニタリングするシス
テム。
【請求項６】
　前記伸張計は、三角測定法を利用して前記ワイヤーそれぞれの引張程度を換算して前記
地点の絶対的な位置情報を提供することを特徴とする請求項１又は５に記載の海洋構造物
の物理的変化をモニタリングするシステム。
【請求項７】
　前記光計測機器は、前記海洋構造物上の複数地点の間の傾斜変化を前記光学センサを利
用して測定する傾斜計を更に含むことを特徴とする請求項１に記載の海洋構造物の物理的
変化をモニタリングするシステム。
【請求項８】
　前記傾斜計は、重力方向に設置された重さ錘と前記重さ錘に連結された少なくとも一つ
の光繊維で成り立った光学センサを含んで、前記傾斜計が設置された海洋構造物上の地点
の傾斜変化によって、前記重さ錘によって前記光繊維に許容される応力変化に対応して前
記光繊維を通過する光信号の波長を変化させることを特徴とする請求項７に記載の海洋構
造物の物理的変化をモニタリングするシステム。
【請求項９】
　前記光計測機器は前記基準点の位置変化を測定するための地震計及び前記海洋構造物の
振動を測定する振動計をさらに含むことを特徴とする請求項１に記載の海洋構造物の物理
的変化をモニタリングするシステム。
【請求項１０】
　前記光計測機器は光信号の波長変化を感知するデータロガー又はインターロゲータ（ｉ
ｎｔｅｒｒｏｇａｔｏｒ）である測定装置をさらに含むことを特徴とする請求項１に記載
の海洋構造物の物理的変化をモニタリングするシステム。
【請求項１１】
　前記測定装置は散乱された光信号を集合する機能を備えるものの、波長を制御できるレ
ーザーが備わった光学部と、前記光学部によって反射した光信号の波長を光学センサ別で
区別する光参照器と、前記光参照器から出力された各光学センサの光繊維ブラッグ格子を
複数連結して、ブラッグ反射波長をチャネル別に分配する光結合器（ｏｐｔｉｃａｌ　ｃ
ｏｕｐｌｅｒ）及び前記光結合器から伝達されたブラッグ反射波長を電気信号に変換する
フォトダイオード（ｐｈｏｔｏ　ｄｉｏｄｅ）を含むことを特徴とする請求項１０に記載
の海洋構造物の物理的変化をモニタリングするシステム。
【請求項１２】
　前記光計測機器はＯＴＤＲ（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｔｉｍｅ－Ｄｏｍａｉｎ　Ｒｅｆｌｅｃ
ｔｏｍｅｔｅｒ）、ラマンスペクトル法、ブリルアン散乱（Ｂｒｉｌｌｏｕｉｎ　ｓｃａ
ｔｔｅｒｉｎｇ）、レイリーウエーブ（Ｒａｙｌｅｉｇｈ　ｗａｖｅ）、ＤＡＳ（Ｄｉｓ
ｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ａｃｏｕｓｔｉｃ　Ｓｅｎｓｉｎｇ）、音響放出法（Ａｃｏｕｓｔｉ
ｃ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ）、干渉法（Ｉｎｔｅｒｆｅｒｏｍｅｔｒｙ）のうちの少なくとも
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一つを利用することを特徴とする請求項１に記載の海洋構造物の物理的変化をモニタリン
グするシステム。
【請求項１３】
　海洋構造物又は、基準点に設置された少なくとも一つの光計測機器を利用して、前記海
洋構造物の挙動又は、構造的変化により光学センサを通過する光信号の波長又は、光量を
変化させる（ａ）段階と、
　前記光計測機器が前記波長又は、光量が変化した前記光信号を前記測定装置で伝達する
（ｂ）段階と、
　測定装置によって前記光信号の波長又は、光量の変化を感知する（ｃ）段階と、を含み
、
　前記光計測機器は、光繊維ブラッグ格子を利用した少なくとも一つの光学センサを含む
、前記海洋構造物の外部に設定された少なくとも一つの基準点と前記海洋構造物の設定さ
れた位置の間の距離変化を測定する伸張計であり、
　前記伸張計は、
　前記基準点と前記海洋構造物上に設定された地点の間を連結する少なくとも一つのワイ
ヤーと、前記ワイヤーを一定張力で巻き取りするワインディング部と、光繊維を利用して
前記ワインディング部の回転数を測定する感知部と、前記感知部で測定された回転数に対
応して周期的に前記光繊維を刺激する刺激部を含むことを特徴とする海洋構造物の物理的
変化をモニタリングする方法。
【請求項１４】
　前記伸張計は、前記海上構造物上の少なくとも１個以上の地点を相互連結する光繊維ワ
イヤーが備わって前記海洋構造物の長さ変化を測定して、前記光繊維ワイヤーは、前記海
洋構造物上の距離変化による応力変化に対応して前記光繊維を通過する光信号の波長を変
化させることを特徴とする請求項１３に記載の海洋構造物の物理的変化をモニタリングす
る方法。
【請求項１５】
　前記伸張計は、前記海洋構造物上の同じ地点に少なくとも１個以上連結されて、光繊維
からなるワイヤーを含んで構成されて、前記ワイヤーは、前記海洋構造物上の距離変化に
よって前記光繊維に許容される応力変化に対応して前記光繊維を通過する光信号の波長を
変化させることを特徴とする請求項１３に記載の海洋構造物の物理的変化をモニタリング
する方法。
【請求項１６】
　前記伸張計は、三角測定法を利用して前記ワイヤーそれぞれの引張程度を換算して前記
地点の絶対的な位置情報を提供することを特徴とする請求項１３又は１５に記載の海洋構
造物の物理的変化をモニタリングする方法。
【請求項１７】
　前記光計測機器は、前記海洋構造物上の複数地点間の傾斜変化を前記光学センサを利用
して測定する傾斜計を更に含むことを特徴とする請求項１３に記載の海洋構造物の物理的
変化をモニタリングする方法。
【請求項１８】
　前記傾斜計は、重力方向で設置された重さ錘と前記重さ錘に連結された光繊維を含んで
、前記（ａ）段階は、前記海洋構造物に発生した傾斜変化により前記重さ錘が前記光繊維
を刺激して応力変化を発生させて、発生された応力変化を光信号に変換することを特徴と
する請求項１７に記載の海洋構造物の物理的変化をモニタリングする方法。
【請求項１９】
　前記光計測機器は前記海洋構造物外部に設定された少なくとも一つの基準点の位置変化
を前記光学センサを利用して測定する地震計及び前記海洋構造物の振動を測定する振動計
をさらに含むことを特徴とする請求項１３に記載の海洋構造物の物理的変化をモニタリン
グする方法。
【請求項２０】
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　海洋構造物の実時間物理的変化モニタリングを通した制御方法において、
　水槽又は、風洞で実験による海洋構造物の物理的変化に対するデータを取得して、前記
獲得されたデータを蓄積してルックアップテーブル（Ｌｏｏｋｕｐ　ｔａｂｌｅ）を生成
する（ａ）段階と、
　請求項１３に記載の測定装置によって感知された光信号の波長又は光量の変化を海洋構
造物の実際の物理的変化に対するデータとして取得する（ｂ）段階と、
　前記（ｂ）段階で取得したデータを前記（ａ）段階のルックアップテーブルに蓄積され
たデータと比較して、海洋構造物の物理的変化に対する予測データを生成する（ｃ）段階
と、
　前記予測データを伝達された３次元数値解釈（ｎｕｍｅｒｉｃａｌ　ａｎａｌｙｓｉｓ
）プログラムによって構造物制御動作情報、メンテナンスが必要な位置情報、メンテナン
ス費用情報、メンテナンス所要時間のうちの少なくとも一つを含むメンテナンス情報及び
海洋構造物でのガス漏出、火災又は、爆発に対する警告情報を生成する（ｄ）段階と、を
含んで、
　前記物理的変化は、前記海洋構造物上の少なくとも一つの地点に対する長さ変化、傾斜
変化、温度変化、圧力変化、比体積変化のうちの少なくとも一つを含むことを特徴とする
海洋構造物に対する物理的変化の実時間モニタリングを通した制御方法。
【請求項２１】
　前記（ｃ）段階以後に、前記予測データは海洋構造物の実際の物理的変化に対するデー
タを比較して、前記ルックアップテーブルを修正する（ｃ－１）段階をさらに含むことを
特徴とする請求項２０に記載の海洋構造物に対する物理的変化の実時間モニタリングを通
した制御方法。
【請求項２２】
　前記（ｄ）段階以後に、ＦＳＩプログラム（Ｆｌｕｉｄ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　Ｉｎｔ
ｅｒａｃｔｉｏｎ）により前記海洋構造物制御情報はシミュレーションデータを生成して
、状況認識ミドルウェア（ｍｉｄｄｌｅｗａｒｅ）によって前記シミュレーションデータ
を前記（ｂ）段階で取得した前記海洋構造物の実際の物理的変化量に対するデータと実時
間で連動させて、前記海洋構造物を自動で制御するアルゴリズムを生成する段階をさらに
含むことを特徴とする請求項２０に記載の海洋構造物に対する物理的変化の実時間モニタ
リングを通した制御方法。
【請求項２３】
　前記（ｄ）段階の３次元数値解釈プログラムは有限要素解釈法（ＦＥＭ）及び電算流体
力学（ＣＦＤ）を利用することを特徴とする請求項２０に記載の海洋構造物に対する物理
的変化の実時間モニタリングを通した制御方法。
【請求項２４】
　前記（ｄ）段階は、前記３次元数値解釈プログラムが、前記海洋構造物の挙動及び構造
的変化により発生しうるガス漏出、拡散、火災又は、爆破などの仮想危険状況及び前記仮
想危険状況によった対応方案に対するデータが保存された状況解釈モジュールと連動され
て、メンテナンス情報を生成することを特徴とする請求項２０に記載の海洋構造物に対す
る物理的変化の実時間モニタリングを通した制御方法。
【請求項２５】
　構造物自動制御部は前記制御動作情報により前記海洋構造物の位置又は、角度を変化さ
せて制御する段階をさらに含むものの、前記構造物自動制御部は、前記海洋構造物上の少
なくとも一つの地点に連結される結合手段と、前記結合手段と連結されて前記海洋構造物
を上下左右に移動させる変位調節手段とを含むことを特徴とする請求項２０に記載の海洋
構造物に対する物理的変化の実時間モニタリングを通した制御方法。
【請求項２６】
　前記警告情報は、前記測定装置がＴＤＬＡＳ、ＤＴＳ、ＤＡＳ又はＦＢＧのうちの少な
くとも一つを利用して測定した前記海洋構造物の実際の物理的変化に対するデータを利用
して生成されることを特徴とする請求項２０に記載の海洋構造物に対する物理的変化の実
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時間モニタリングを通した制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は光学センサ方式の測定方法を導入して海洋構造物の物理的変化を複合光計測機
器によって実時間でモニタリングするためのシステム及び方法に関することである。より
詳しくは、本発明は光学センサ方式の測定方法を導入して海洋構造物の物理的変化を複合
光計測機器によって実時間でモニタリングするためのシステム及び方法に関する。
　また、実時間で海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自
由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御に関することで、より詳しくは気体又
は、流体力学的環境内外力によって海洋浮遊物に加えられる前後左右傾き、きっ水、トリ
ム、腐食、侵食、亀裂、圧力、ストレス、振動、周波数などの変化を総合的に測定して、
これを基に前記海洋構造物を制御して燃料削減、安全運用及びメンテナンス情報の提供方
法に関することである。
　また、本発明は環境外力の統合モニタリングを通した対象構造物（例、海洋／陸上、造
船、航空／宇宙、水中潜水係留、固定式あるいは風力／潮力／波力、などに関連する）の
制御方法に関することである。
【背景技術】
【０００２】
　海洋の油井で生産された原油は海洋構造物の一種であるパイプラインを利用して海上構
造物で移送する。前記海上構造物にはＦＰＳＯ（Ｆｌｏａｔｉｎｇ　Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏ
ｎ　Ｓｔｏｒａｇｅ　ａｎｄ　Ｏｆｆｌｏａｄｉｎｇ、浮遊式原油生産保存荷役設備）、
ＴＬＰ（Ｔｅｎｓｉｏｎ－Ｌｅｇ　Ｐｌａｔｆｏｒｍ）、ＳＰＡＲ、Ｓｅｍｉ－Ｓｕｂｍ
ｅｒｓｉｂｌｅ、固定プラットホーム（ｆｉｘｅｄ　Ｐｌａｔｆｏｒｍ）等がある。
【０００３】
　この時パイプラインは２０年以上の運営期間を目的に、少なくて数ｋｍ、多くて数百ｋ
ｍまでの深海に設置される。この場合、深海に設置されたパイプラインは大きく１００℃
以上の温度偏差によって収縮又は、膨張現象が発生して、パイプライン内部の圧力変化に
したがって長さ変化を含む物理的変化が発生することになる。
【０００４】
　これに伴い、海洋に設置されたパイプラインは特定又は、不特定多数の地点で応力が集
中的に発生してバックリング（ｂｕｃｋｌｉｎｇ）及び変形が発生することになる。また
、海底に設置されたパイプラインと海上運送装置のライザー（ｒｉｓｅｒ）の連結部であ
るタッチダウンゾーン（ｔｏｕｃｈ　ｄｏｗｎ　ｚｏｎｅ）では海流、波、潮流、風、温
度などの多数の環境外力によってパイプラインの揺れを誘発する。
【０００５】
　既存のモニタリング方式によれば海洋構造物の温度、圧力によって発生する変形率が座
屈及びウォーキング現象によって発生する変形率よりはるかに大きく発生するので、正確
な現象分析に困難があった。そして現在の電気式傾斜計は海洋に設置される理由で高い水
圧による漏水にともなう亡失及び設置時の電源供給装置及び連結方式の複雑な使用が容易
な新しい測定方式に対する需要が増加している。また、既存のモニタリング方式に使われ
るセンサは疲労測定耐久年限が短くより長期間使用できる方式のセンサが必要な状況であ
る。
【０００６】
　海洋構造物の運用時に気体及び流体の流れは海洋構造物に対し必然的に内外力を加える
ことになって、特に海洋の特定地点に長期間係留する海洋固定構造物の場合にはこのよう
な気体及び流体の流れによる内外力の影響を最小化することができるように制御すること
が必須である。
【０００７】
　また、海洋構造物の運用中気体又は、流体力学的環境内外力及び船体応力によって船舶
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などが転覆したり運送物が落下する問題に対する解決策を至急に提供する必要がある。
【０００８】
　一方、燃料が少し要る海洋構造物を開発して建造するのは未来造船海洋産業の核心であ
る。一日１００トンの燃料を消費して、３２０トンの二酸化炭素を排出する海洋構造物を
仮定すれば、１％の燃費改善は年間２４万ドル以上の費用を節減可能であり、中古船市場
で燃費が最も重要な要素のうちの一つである。
【０００９】
　また、海洋構造物運用において既存の手作業及び半自動化方式は作業者の業務水準によ
り差が大きくて、半自動化方式で開発されたシステムの場合にも該当海洋構造物にだけ適
用可能な状況であるから多様な船種を包括できるシステムを実現するためにはソフトウェ
ア工学的接近が必要で、似た種類の応用開発のための土台を提供する概念であるソフトウ
ェアフレームワーク開発が必要である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は前記のような問題点を解決するために提案されたことで、実時間で海洋構造物
に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置のモニタリ
ング及び制御を通した燃料削減方法を提供するのを目的とする。
【００１１】
　また、本発明は光学センサ方式の融合計測を通じて既存の電気式センサに比べて海洋構
造物の変化をより一層長期間測定できて、設置及び運用が手軽なモニタリングシステム及
び方法を提供するのと、前記モニタリング情報を外部の他装置と共有して気象情報の正確
性を高めることができて、人工衛星によって測定されたデータを検・校正できる環境を提
供するのを目的とする。
【００１２】
　また、気体又は、流体力学的環境内外力によって海洋浮遊物に加えられる前後左右傾き
、きっ水（Ｓｅａ　Ｇａｕｇｅ）、トリムなどの変化を測定して、これを基に前記海洋浮
遊物を制御することを通じて実時間で安全運用方法を提供することと、海洋構造物に加え
られる気体又は、流体力学的環境内外力による腐食、侵食、亀裂、圧力、ストレスなどを
測定して、メンテナンスに対する情報を実時間で提供するのを目的とする。
【００１３】
　本発明は前記のような問題点を解決するために提案されたことで、実時間で海洋構造物
に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置のモニタリ
ング及び制御を通した燃料削減方法を提供するのを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　前記のような目的を果たすための本発明は海洋構造物の物理的変化をモニタリングする
システムにおいて、光繊維ブラッグ（ｂｒａｇｇ）格子を利用した少なくとも一つの光学
センサを利用して、前記海洋構造物の挙動及び構造的変化を感知する複合光計測機器を含
むことを特徴とする。
【００１５】
　ここで、複合光計測機器は、海洋構造物外部に設定された少なくとも一つの基準点と前
記海洋構造物上に設定された地点の間の距離変化を前記光学センサを利用して測定する伸
張計を含むことと、前記光学センサは、前記距離変化によって光繊維に許容される応力変
化に対応して前記光学センサを通過する光信号の波長を変化させることを特徴とする。
【００１６】
　また、前記伸張計は、前記基準点と前記海洋構造物上に設定された地点の間を連結する
少なくとも一つのインバー（ｉｎｖａｒ）であるワイヤーを含んで構成されるし、前記伸
張計は、前記ワイヤーを一定張力で巻き取りするワインディング部光学センサを利用して
前記ワインディング部の回転数を測定する感知部及び／又は、前記感知部で測定された回
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転数に対応して周期的に前記光学センサを刺激する刺激部をさらに含むことを特徴とする
。
【００１７】
　また、前記複合光計測機器は前記海洋構造物上の少なくとも１個以上の地点を相互連結
する光繊維ワイヤーが備わって前記海洋構造物の長さ変化を測定する伸張計を含んで構成
されて、前記光繊維ワイヤーは、前記海洋構造物上の距離変化によって光学センサに許容
される応力変化に対応して前記光繊維を通過する光信号の波長を変化させることと、前記
伸張計は、前記海洋構造物上の同じ地点に少なくとも１個以上設置されて、光繊維からな
るワイヤーを含んで構成されて、前記ワイヤーは、前記海洋構造物上の距離変化によって
光繊維に許容される応力変化に対応して前記光繊維を通過する光信号の波長を変化させる
ことを特徴とする。
【００１８】
　また、前記伸張計は、三角測定法を利用して前記ワイヤーそれぞれの引張程度を換算し
て前記地点の絶対的な位置情報を提供するし、前記複合光計測機器は前記海洋構造物上の
複数地点の間の傾斜変化を前記光学センサを利用して測定する傾斜計を含んで構成される
ことを特徴とする。
【００１９】
　また、前記傾斜計は、重力方向で設置された重さ錘と前記重さ錘に連結された少なくと
も一つの光繊維で成り立った光学センサを含んで、前記傾斜計が設置された海洋構造物上
の地点の傾斜変化によって、前記重さ錘によって前記光繊維に許容される応力変化に対応
して前記光繊維を通過する光信号の波長を変化させることと、前記複合光計測機器は前記
基準点の位置変化を測定するための地震計及び前記海洋構造物の振動を測定する振動計を
さらに含むことを特徴とする。
【００２０】
　また、前記複合光計測機器は光信号の波長変化を感知するデータロガー又はインターロ
ゲータ（ｉｎｔｅｒｒｏｇａｔｏｒ）である測定装置をさらに含むことと、前記測定装置
は散乱された光信号を集合する機能を備えるものの、波長を制御できるレーザーが備わっ
た光学部と、前記光学部によって反射した光信号の波長を光学センサ別で区別する光参照
器と、前記光参照器から出力された各光学センサの光繊維ブラッグ格子を多数に連結して
、ブラッグ反射波長をチャネル別に分配する光結合器（ｏｐｔｉｃａｌ　ｃｏｕｐｌｅｒ
）及び前記光結合器から伝達されたブラッグ反射波長を電気信号に変換するフォトダイオ
ード（ｐｈｏｔｏ　ｄｉｏｄｅ）を含むことを特徴とする。
【００２１】
　また、前記複合光計測機器はＯＴＤＲ（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｔｉｍｅ－Ｄｏｍａｉｎ　Ｒ
ｅｆｌｅｃｔｏｍｅｔｅｒ）、ラマンスペクトル法、ブリルアン散乱（Ｂｒｉｌｌｏｕｉ
ｎ　ｓｃａｔｔｅｒｉｎｇ）、レイリーウエーブ（Ｒａｙｌｅｉｇｈ　ｗａｖｅ）、ＤＡ
Ｓ（Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ａｃｏｕｓｔｉｃ　Ｓｅｎｓｉｎｇ）、音響放出法（Ａｃ
ｏｕｓｔｉｃ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ）、干渉法（Ｉｎｔｅｒｆｅｒｏｍｅｔｒｙ）のうちの
少なくとも一つを利用することを特徴とする。
【００２２】
　また、海洋構造物又は、基準点に設置された少なくとも一つの複合光計測機器を利用し
て、前記海洋構造物の挙動又は、構造的変化により光学センサを通過する光信号の波長又
は、光量を変化させる（ａ）段階と、前記複合光計測機器が前記波長又は、光量が変化し
た前記光信号を前記測定装置で伝達する（ｂ）段階と、測定装置によって前記光信号の波
長又は、光量の変化を感知する（ｃ）段階を含んで、前記複合光計測機器は光繊維ブラッ
グ格子を利用した少なくとも一つの光学センサを含むことを特徴とする。
【００２３】
　また、前記複合光計測機器は、前記海洋構造物外部に設定された少なくとも一つの基準
点と前記海洋構造物の設定された位置の間の距離変化を測定する伸張計であるし、前記伸
張計は前記基準点と前記海洋構造物上に設定された地点の間を連結する少なくとも一つの
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ワイヤーと、前記ワイヤーを一定張力で巻き取りするワインディング部と、光繊維を利用
して前記ワインディング部の回転数を測定する感知部及び前記感知部で測定された回転数
に対応して周期的に前記光繊維を刺激する刺激部を含んで成り立つことを特徴とする。
【００２４】
　また、前記伸張計は、前記海上構造物上の少なくとも１個以上の地点を相互連結する光
繊維ワイヤーが備わって前記海洋構造物の長さ変化を測定して、前記光繊維ワイヤーは、
前記海洋構造物上の距離変化による応力変化に対応して前記光繊維を通過する光信号の波
長を変化させることを特徴とする。
【００２５】
　また、前記伸張計は、前記海洋構造物上の同じ地点に少なくとも１個以上連結されて、
光繊維からなるワイヤーを含んで構成されて、前記ワイヤーは、前記海洋構造物上の距離
変化によって前記光繊維に許容される応力変化に対応して前記光繊維を通過する光信号の
波長を変化させることと、前記伸張計は、三角測定法を利用して前記ワイヤーそれぞれの
引張程度を換算して前記地点の絶対的な位置情報を提供することを特徴とする。
【００２６】
　また、前記複合光計測機器は前記海洋構造物上の複数地点間の傾斜変化を前記光学セン
サを利用して測定する傾斜計を含んで構成されることと、前記傾斜計は、重力方向で設置
された重さ錘と前記重さ錘に連結された光繊維を含んで、前記（ａ）段階は、前記海洋構
造物に発生した傾斜変化により前記重さ錘が前記光繊維を刺激して応力変化を発生させて
、発生された応力変化を光信号に変換することを特徴とする。
【００２７】
　また、前記複合光計測機器は前記海洋構造物外部に設定された少なくとも一つの基準点
の位置変化を前記光学センサを利用して測定する地震計及び前記海洋構造物の振動を測定
する振動計をさらに含むことを特徴とする。
【００２８】
　そして、海洋構造物の実時間物理的変化モニタリングを通した制御方法において、水槽
又は、風洞で実験による海洋構造物の物理的変化に対するデータを取得して、前記獲得さ
れたデータを蓄積してルックアップテーブル（Ｌｏｏｋｕｐ　ｔａｂｌｅ）を生成する（
ａ）段階と、測定装置から出力された海洋構造物の実際の物理的変化に対するデータを取
得する（ｂ）段階と、前記（ｂ）段階で取得したデータを前記（ａ）段階のルックアップ
テーブルに蓄積されたデータと比較して、海洋構造物の物理的変化に対する予測データを
生成する（ｃ）段階と、前記予測データを伝達された３次元数値解釈（ｎｕｍｅｒｉｃａ
ｌ　ａｎａｌｙｓｉｓ）プログラムによって構造物制御動作情報、メンテナンスが必要な
位置情報、メンテナンス費用情報、メンテナンス所要時間のうちの少なくとも一つを含む
メンテナンス情報及び海洋構造物でのガス漏出、火災又は、爆発に対する警告情報を生成
する（ｄ）段階を含んで、前記物理的変化は、前記海洋構造物上の少なくとも一つの地点
に対する長さ変化、傾斜変化、温度変化、圧力変化、比体積変化のうちの少なくとも一つ
を含むことを特徴とする。
【００２９】
　また、前記（ｃ）段階以後に、前記予測データは海洋構造物の実際の物理的変化に対す
るデータを比較して、前記ルックアップ
テーブルを修正する（ｃ－１）段階をさらに含むことと、前記（ｄ）段階以後に、ＦＳＩ
プログラム（Ｆｌｕｉｄ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　Ｉｎｔｅｒａｃｔｉｏｎ）により前記海
洋構造物制御情報はシミュレーションデータを生成して、状況認識ミドルウェア（ｍｉｄ
ｄｌｅｗａｒｅ）によって前記シミュレーションデータを前記（ｂ）段階で取得した前記
海洋構造物の実際の物理的変化量に対するデータと実時間で連動させて、前記海洋構造物
を自動で制御するアルゴリズムを生成する段階をさらに含むことを特徴とする。
【００３０】
　また、前記（ｄ）段階の３次元数値解釈プログラムは有限要素解釈法（ＦＥＭ）及び電
算流体力学（ＣＦＤ）を利用することと、前記（ｄ）段階は、前記３次元数値解釈プログ
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ラムが、前記海洋構造物の挙動及び構造的変化により発生しうるガス漏出、拡散、火災又
は、爆破などの仮想危険状況及び前記仮想危険状況によった対応方案に対するデータが保
存された状況解釈モジュールと連動されて、メンテナンス情報を生成することを特徴とす
る。
【００３１】
　また、構造物自動制御部は前記制御動作情報により前記海洋構造物の位置又は、角度を
変化させて制御する段階をさらに含むものの、前記構造物自動制御部は、前記海洋構造物
上の少なくとも一つの地点に連結される結合手段と、前記結合手段と連結されて前記海洋
構造物を上下左右に移動させる変位調節手段を含むことを特徴とする。
【００３２】
　また、前記警告情報は、前記測定装置がＴＤＬＡＳ、ＤＴＳ、ＤＡＳ、ＦＢＧ又はＲＭ
ＬＤのうちの少なくとも一つを利用して測定した前記海洋構造物の実際の物理的変化に対
するデータを利用して生成されることを特徴とする。
【００３３】
　そして、水槽又は、風洞で線形試験を通じて海洋構造物外部気体又は、流体の流れが海
洋構造物に及ぼす内外力に対するデータ及び前記内外力に伴う前記海洋構造物の反応に対
するデータを蓄積してルックアップテーブルを生成して前記ルックアップテーブルをデー
タベースに保存する第１段階と、海洋構造物の実際の航海において飛行時間法（Ｔｉｍｅ
－ｏｆ－Ｆｌｉｇｈｔ　Ｍｅｔｈｏｄ）を利用して前記内外力を測定したデータを前記デ
ータベースに保存する第２段階と、前記第２段階の内外力の測定データを第１段階のルッ
クアップテーブルに蓄積された内外力に対するデータと比較して、海洋構造物の反応に対
するデータを予測する第３段階と、前記海洋構造物の予測された反応に対するデータを利
用して海洋構造物の姿勢又は、航海経路を実時間で制御する第４段階を含む実時間海洋構
造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６次誘導運動及び位置を予測
モニタリング及び予測制御することを特徴とする。
【００３４】
　また、前記第３段階は、前記海洋構造物の実際の反応を測定する第３－１段階及び前記
第３－１段階で測定された前記海洋構造物の反応に対するデータと第３段階で予測された
前記海洋構造物の反応に対するデータが不一致な場合、第３－１段階の海洋構造物の反応
に対するデータで第１段階で生成された前記ルックアップ
テーブルにあっての前記海洋構造物の反応に対するデータを修正又は、前記修正されたデ
ータを反映して数値モデルを修正及び補完する３－２段階をさらに含むことを特徴とする
実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及
び位置を予測モニタリング及び予測制御することを特徴とする。
【００３５】
　また、前記海洋構造物の反応による修正されたデータはＣＦＤ、有限要素法（ＦＥＡ）
、ＩＦＥＭ（Ｆｉｎｉｔｅ　Ｅｌｅｍｅｎｔ　Ｍｅｔｈｏｄ）又はＦＳＩを含む数値モデ
ル基盤のシミュレーターによって成り立つことを特徴とする実時間海洋構造物に対する気
体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及
び予測制御する
【００３６】
　また、前記第２段階は、前記海洋構造物に備わった計測機器を通じて気体又は、流体に
よる内外力を測定するものの、前記計測機器は電気式センサ又は、光学センサであること
を特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６
自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御することを特徴とする。
【００３７】
　また、前記計測機器は風向、風速、気圧、気温、湿度及び粉塵を高度別に測定すること
を特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６
自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御することと、前記第２段階は、ＩＭ
Ｕを利用して気体又は、流体の流れが海洋構造物に及ぼす内外力を実際に測定することを
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特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自
由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御することを特徴とする。
【００３８】
　また、前記第３段階での前記海洋構造物の反応に対するデータは、前記海洋構造物が船
舶である場合、前記船舶の進行方向、前後左右傾き、吃水　吃水きっ水又は、トリムのう
ちの少なくとも一つを含むことを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力
学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御する
ことと、第３段階での、前記海洋構造物の反応に対するデータは、前記海洋構造物が一時
的固定構造物である場合、前記構造物の移動方向、前後左右傾き、きっ水のうちの少なく
とも一つを含むことを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内
外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御することを特徴
とする。
【００３９】
　また、第２段階は、気体又は、流体の流れによる海洋構造物の固有周波数、高調波周波
数及び気体特性を含むデータを測定して水深別で潮流及び海流の空間及び時間に伴う方向
と速度を測定することを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境
内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御することを特
徴とする。
【００４０】
　また、第１段階は、前記ルックアップ
テーブルが保存されるデータベースは、前記海洋構造物に備わった航海記録装置（ＶＤＲ
）であることを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、
船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御することを特徴とする
。
【００４１】
　また、前記海洋構造物が一時的固定構造物である場合、前記ルックアップ
テーブルは１年単位の時系列的データで記録されて、前年度までの蓄積された１年単位の
時系列的データとの比較を通じて前記ルックアップ
テーブルを修正することを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環
境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御することを
特徴とする。
【００４２】
　また、前記第４段階はラダー（ｒｕｄｄｅｒ）、スラスター（ｔｈｒｕｓｔｅｒ）、プ
ロペラ、帆、凧又は、風船のうちの少なくとも一つを利用して海洋構造物の姿勢又は、航
海経路を実時間で制御することを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力
学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御する
ことを特徴とする。
【００４３】
　また、前記第４段階は、前記海洋構造物が船舶である場合、前記予測された海洋構造物
の反応に対するデータにより、推進力と前記内外力との合力が目標にする進行方向になる
ことができるようにラダーの方向及びスラスターとプロペラのＲＰＭを制御することを特
徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由
度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御することを特徴とする。
【００４４】
　また、前記海洋構造物は一時的固定構造物である場合、前記予測された海洋構造物の反
応に対するデータにより、前記内外力との合力が最小になって現位置を維持するようにス
ラスターを制御することを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環
境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御することを
特徴とする。
【００４５】
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　また、前記海洋構造物は、ヘリデッキ（ｈｅｌｉｄｅｃｋ）を具備するものの、前記第
４段階は、前記ヘリデッキの平衡を維持又は、ヘリコプター離着陸時衝撃を緩和すること
ができるようにＤＰ（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ）及びＤＭ（Ｄｙｎａｍ
ｉｃ　Ｍｏｔｉｏｎ）を通じて前記海洋構造物の姿勢を制御したり、６自由度の角度を調
節して前記海洋構造物の錘の重心を変化させて、前記ヘリデッキの平衡状態情報を前記デ
ータベースに保存して、海洋構造物の作業目的機能に合わせて平衡を維持できるようにト
リム（ｔｒｉｍ）を含む６自由度の角度を調節して前記海洋構造物の錘の重心を変化させ
て平衡状態を維持させることを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学
的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御するこ
とを特徴とする。
【００４６】
　また、前記第４段階で、前記データベースは通信部を通じて外部の構造情報サーバーで
前記ヘリデッキの平衡状態情報を送信して、前記構造情報サーバーは複数の海洋構造物の
うちでヘリコプターが離着陸できるヘリデッキの平衡状態情報を保有した海洋構造物の位
置情報をヘリコプターで提供することを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、
流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制
御することを特徴とする。
【００４７】
　また、前記第２段階は、計測機器によって前記海洋構造物から遠距離の風向、風速、気
温、湿度、気圧、太陽輻射線、無機イオン、二酸化炭素、粉塵、放射能又は、オゾンのう
ちの少なくとも一つを計測して前記データベースに保存する第２－１段階をさらに含むも
のの前記計測機器は風速計、風向計、湿度計、温度計、気圧計、日射計、大気の天気マッ
プ（ｇａｓｓｏｌ）自動採取器、ＣＯ２フラックス（ｆｌｕｘ）測定装備、大気粉塵採集
器、エアサンプラー（ａｉｒ　ｓａｍｐｌｅｒ）又は、オゾン分析器のうちの少なくとも
一つ以上であることを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内
外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御することを特徴
とする。
【００４８】
　また、前記海洋構造物はバラストタンクを具備して、前記バラストタンク内部のスロッ
シング現象を減少させるために、前記バラストタンクの両側面それぞれに備わるスロッシ
ング抑制部を含むことを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境
内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御することを特
徴とする。
【００４９】
　また、前記スロッシング抑制部は前記バラストタンクの一水平断面において前記断面の
開放面積を狭めることによってスロッシング現象を抑制することを特徴とする実時間海洋
構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予
測モニタリング及び予測制御することと、前記海洋構造物はバラストタンクを具備して、
前記第４段階は、傾きが発生した場合、傾いた方向の反対側で前記バラストタンクに積載
されたバラスト水を移動させて前記海洋構造物の姿勢を制御することを特徴とする実時間
海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置
を予測モニタリング及び予測制御することを特徴とする。
【００５０】
　また、前記バラストタンクは、前記バラストタンク内部に区画を分ける隔壁を具備して
、前記隔壁には他区画で前記バラスト水を移動させるための開閉部を設置して、前記開閉
部の内部には前記バラスト水の移動速度及び移動方向を制御するポンプが設置されたこと
を特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６
自由度運動及び位置を予測モニタリング及び予測制御することを特徴とする。
【００５１】
　また、前記２段階での内外力を測定したデータは外部気象情報サーバーに伝送して、前
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記気象情報サーバーは人工衛星から受信された気象情報を前記内外力の測定データと比較
して誤差を修正した気象情報修正データを保存することを特徴とする実時間海洋構造物に
対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタ
リング及び予測制御することを特徴とする。
【００５２】
　また、前記気象情報修正データは前記気象情報サーバーに接続された外部使用者端末の
要請により、前記気象情報修正データを前記外部使用者端末に提供することを特徴とする
実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及
び位置を予測モニタリング及び予測制御することと、前記流体の流れが海洋構造物に及ぼ
す内外力に対するデータは、前記海洋構造物の側面に設置された圧力センサによって測定
される海流及び潮流のベクターに対するデータであることを特徴とする実時間海洋構造物
に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニ
タリング及び予測制御することを特徴とする。
【００５３】
　また、前記圧力センサが複数個備わって、前記海洋構造物の側面に一定間隔で設置され
ることを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応
力、６自由度運動及び運用位置を予測モニタリング及び予測制御することと、前記圧力セ
ンサが複数個備わって、前記海洋構造物の側面に高さ差を置いて設置するものの、前記圧
力センサからのデータ測定有無を分析して、最上端に位置した圧力センサからのデータを
通じて波高データを取得することを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体
力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び運用位置を予測モニタリング及び予測制
御することを特徴とする。
【００５４】
　また、前記圧力センサは、複数個の圧力センサのうちの少なくとも３個の圧力センサを
一つの３次元圧力センサモジュールで形成するものの、前記３次元圧力センサモジュール
は海流及び潮流の３次元ベクター情報を取得することを特徴とする実時間海洋構造物に対
する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び運用位置を予測モニ
タリング及び予測制御することを特徴とする。
【００５５】
　また、前記第２段階は、気象測定装備によって前記海洋構造物から遠距離の波浪、波高
、波の周期、波の速度又は、波の方向のうちの少なくとも一つを計測して前記データベー
スに保存する第２－１段階をさらに含むものの、前記気象測定装備はウエーブ
レーダー（ｗａｖｅ　ｒａｄａｒ）、ｄｉｒｅｃｔｉｏｎａｌ　ｗａｖｅｒｉｄｅｒ、Ｓ
ｅａ　ｌｅｖｅｌ　ｍｏｎｉｔｏｒ、超音波潮位計、風向き風速計又は、超音波波高計の
うちの少なくとも一つ以上であることを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、
流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び運用位置を予測モニタリング及び予
測制御することを特徴とする。
【００５６】
　そして、水槽又は、風洞で線形試験を通じて海洋構造物外部気体又は、流体の流れが海
洋構造物に及ぼす内外力に対するデータ及び前記内外力に伴う前記海洋構造物の反応に対
するデータを蓄積してルックアップ
テーブルを生成して前記ルックアップ
テーブルをデータベースに保存する第１段階と、海洋構造物の実際の航海において飛行時
間法（Ｔｉｍｅ－ｏｆ－Ｆｌｉｇｈｔ　Ｍｅｔｈｏｄ）を利用して前記内外力を測定して
前記データベースに保存する第２段階と、第２段階の内外力の測定データを第１段階のル
ックアップ
テーブルに蓄積された内外力に対するデータと比較して、海洋構造物の反応に対するデー
タを予測する第３段階と、実際の海洋構造物の反応を測定する第３－１段階と、前記第３
－１段階で測定された海洋構造物の反応に対するデータと第３段階で予測された海洋構造
物の反応に対するデータを比較して、その差が発生した場合、第３－１段階の海洋構造物
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の反応に対するデータで第１段階で生成されたルックアップ
テーブルにあっての海洋構造物の反応に対するデータを修正する第３－２段階と、前記ル
ックアップ
テーブルに蓄積されたデータを仮想のシミュレーションを通じて海洋構造物に対するメン
テナンスデータを取得する第４段階及び前記仮想のシミュレーションの実計測データを反
映して、前記仮想シミュレーションの結果である反応結果数値を実時間海洋構造物の反応
実計測数値と比較して、前記海洋構造物の反応に対するデータを修正したり前記修正され
たデータを反映して数値モデルを修正及び補完する第５段階を含むことを特徴とする実時
間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び運
用位置の予測モニタリングすることを特徴とする。
【００５７】
　また、仮想のシミュレーションはＦＳＩプログラム（Ｆｌｕｉｄ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ
　Ｉｎｔｅｒａｃｔｉｏｎ）により前記海洋構造物制御情報をシミュレーターで生成して
、状況認識ミドルウェアによって前記シミュレーターを前記第３－１段階で取得した前記
海洋構造物の実際の反応に対するデータと実時間で連動させて、前記海洋構造物を自動で
制御するアルゴリズムを生成する段階をさらに含んで、前記海洋構造物の反応に対するデ
ータは、ストレーン、変形、亀裂、振動、周波数、腐食、侵食中少なくとも一つを含んで
、前記第４段階は、有限要素解釈法（ＦＥＭ）及び電算流体力学（ＣＦＤ）を利用した３
次元数値解釈（ｎｕｍｅｒｉｃａｌ　ａｎａｌｙｓｉｓ）プログラムが、前記海洋構造物
の挙動及び構造的変化により発生しうるガス漏出、ガス拡散、火災又は、爆破などの仮想
状況及び前記仮想状況によった対応方案に対するデータが保存された状況解釈モジュール
と連動されてメンテナンス情報を生成することを特徴とする実時間海洋構造物に対する気
体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び運用位置の予測モニタリン
グすることを特徴とする。
【００５８】
　また、前記第４段階のメンテナンスデータは、前記海洋構造物に備わった個別構造物の
あらかじめ設定れた重要度により区別されて獲得されることを特徴とする実時間海洋構造
物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び運用位置の予
測モニタリングすることを特徴とする。
【００５９】
　また、前記メンテナンス　データは、メンテナンスが必要な位置情報、メンテナンス費
用情報、メンテナンス所要時間情報又は、構造物別残余寿命情報のうちの少なくとも一つ
を含むことを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船
体応力、６自由度運動及び運用位置の予測モニタリングすることを特徴とする。
【００６０】
　そして、レーダー、ＩＭＵ、ＧＰＳ計測技法、Ｘ－ｂａｎｄ又はＳ－ｂａｎｄ、レーダ
ーを利用して衝突及び防止だけでなく波浪、波高を測定及びウエーブ
モーション（Ｗａｖｅ　ｍｏｔｉｏｎ）を予測して、少なくとも一つのＩＭＵを利用して
海洋構造物の６自由度モーションだけでなくホッグ（Ｈｏｇｇｉｎｇ）、サギング（Ｓａ
ｇｇｉｎｇ）、トーション（Ｔｏｒｓｉｏｎ）まで計測して、時間と空間情報取得道具を
利用して海洋構造物の移動距離及び座標計測衛星の環境外力データをレーダー（Ｒａｄａ
ｒ）及びＩＭＵのデータと連動して海洋構造物の疲労最小化して、ＥＥＯＩ／ＥＥＤＩ／
ＤＰ　Ｂｏｕｎｄａｒｙ／ＭＣ　Ｂｏｕｎｄａｒｙ／Ｒｉｓｅｒｓ（ＳＣＲ、ＴＴＲ、Ｔ
ｅｎｄｏｎ）／Ｌｏｗｅｒｉｎｇ／ＲＯＶ／Ｄｒｉｌｌ　Ｒｉｇに反映して予測プロシー
ジャのアルゴリズムとシミュレーターに変えることを特徴とする実時間海洋構造物に対す
る気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び運用位置の予測モニタ
リングすることを特徴とする。
　また、レーダーは波高、波浪、周期、波の速度及び方向を測定するものの、レーダーの
ポラー（Ｐｏｌａｒ）イメージ収集は３２個で限定されなくて、実時間動的イメージプロ
セッシングをするために新しいポラーイメージを受けると同時に最初あるいは一番古くな
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ったポラーイメージを削除して実時間動的イメージプロセッシングをすることを特徴とす
る実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動
及び運用位置の予測モニタリングすることを特徴とする。
【００６１】
　また、前記レーダーは衝突防止、波浪／波高測定及びウエーブモーション（Ｗａｖｅ　
ｍｏｔｉｏｎ）予測機能を連動することを特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は
、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び運用位置の予測モニタリングする
ことを特徴とする。
【００６２】
　また、前記予測機能は、既存のＸ－Ｂａｎｄ又はＳ－Ｂａｎｄ衝突防止用レーダーを利
用して、ＲＦ１ｘ２スプリッタ（Ｓｐｌｉｔｔｅｒ）、ＲＦ増幅器又は、光信号伝送及び
増幅機能を活用して波浪、波高、周期、方向計測結果を抽出することを特徴とする実時間
海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び運用
位置の予測モニタリングすることを特徴とする。　
【００６３】
　また、６自由度モーション補償（Ｍｏｔｉｏｎ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ）Ｘ／Ｓ－Ｂ
ａｎｄ　Ｗａｖｅレーダー、波高測定センサ、ドップラー（Ｄｏｐｐｌｅｒ）、Ｔｉｍｅ
　ｏｆ　Ｆｌｉｇｈｔ及び映像接続（Ｉｍａｇｅ　Ｏｖｅｒｌａｙ）方式を利用すること
を特徴とする実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６
自由度運動及び運用位置の予測モニタリングすることを特徴とする。
【発明の効果】
【００６４】
　本発明によれば、光学センサ方式の測定方法を導入して海洋構造物の物理的変化を実時
間で正確にモニタリングすることができる。また、本発明によれば光学センサ方式の測定
方法を通じて既存の電気式センサに比べて海洋構造物の変化をより長期間安定的に測定で
きて、設置及び運用が手軽なモニタリングシステム及び方法を提供することができる。
【００６５】
　また、本発明によれば海洋構造物の実時間モニタリングを通じて海洋構造物に対する即
刻メインテナンスが可能なので、海洋構造物の運用に必要な費用を節減することができる
。また、海洋構造物の実時間モニタリングを通じて海洋構造物から原油漏出と同じ環境汚
染を事前に感知して予防することができる。
【００６６】
　また、航海又は、係留中である海洋構造物の気体又は、流体力学的環境内外力、船体応
力、６自由度運動及び位置を実時間モニタリング＆制御することによって海洋構造物の航
海又は、係留時消耗する燃料を効率的に節減できる。
【００６７】
　また、気体又は、流体力学的環境内外力によって海洋浮遊物に加えられる前後左右傾き
、きっ水、ゲップなどの変化を測定して、前記海洋浮遊物を制御することを通じて安全な
運用を可能にするし、前記海洋構造物でモニタリングした情報を他人と共有して気象情報
の正確性を高めることができて、人工衛星によって測定されたデータを検・校正できるグ
ラウンドツルーステーション（ｇｒｏｕｎｄ　ｔｒｕｅ　ｓｔａｔｉｏｎ）で活用される
ことができる環境を提供することができる。
【００６８】
　また、高波浪、強風速などの現場条件に露出された海洋構造物の静的又は、動的特性を
分析することによって海洋構造物の長期安定性を確保するための中長期対策を樹立するの
に重要な資料を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００６９】
【図１】図１は本発明の実施例にともなう海底のパイプラインに連結された伸張計を利用
して基準点と海洋構造物上に設定された地点の間の距離変化測定方法を現わした図面であ
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る。
【図２】図２は本発明のまた他の実施例にともなう伸張計の構造を現わした図面である。
【図３】図３は本発明のまた他の実施例にともなう海洋構造物上の少なくとも２個以上の
地点を相互連結する光繊維ワイヤーが備わって前記海洋構造物の長さ変化を測定する伸張
計を現わした図面である。
【図４】図４は本発明のまた他の実施例にともなう伸張計が三角測定法を利用して前記海
洋構造物の長さ変化を測定する方法を現わした図面である。
【図５】図５は本発明のまた他の実施例にともなう構造物自動制御部が前記制御動作情報
により前記海洋構造物の位置又は、角度を変化させるのを現わした図面である。
【図６】図６は本発明海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力に対する海洋
構造物のモニタリング及び制御することを通した燃料削減及び安全運用方法に対するフロ
ーチャートである。
【図７】図７は海洋構造物に許容される気体力学ベクターを現わした図面である。
【図８】図８は本発明の実施例により海洋構造物に許容される気体力学ベクターを測定で
ある。
【図９】図９は本発明の実施例にともなう気体力学による内外力が許容される場合、ラダ
ーを制御して燃料削減及び安全運用方法を現わした図面である。
【図１０】図１０は本発明のさらに他の実施例にともなうバラストタンクの断面図である
。
【図１１】図１１は本発明のさらに他の実施例にともなうバラストタンクに備わった隔壁
及び前記隔壁の構造を現わした図面である。
【図１２】図１２は本発明のまた他の実施例によりシミュレーションを通じて海洋構造物
に対するメンテナンスデータを図式化したものである。
【図１３】図１３は海洋構造物（特に、船舶）及び前記海洋構造物に設置されたヘリデッ
キ（ｈｅｌｉｄｅｃｋ）を現わした図面である。
【図１４】図１４は本発明の実施例により海洋構造物に圧力センサが設置された状態を現
わした図面である。
【発明を実施するための形態】
【００７０】
　本発明の目的と技術的構成及びそれにともなう作用効果に関する詳しい事項は本発明の
明細書に添付された図面に基づいた以下の詳細な説明によってより明確に理解できる。添
付された図面を参照して本発明にともなう実施例を詳しく説明する。
【００７１】
　本明細書で開始される実施例は本発明の範囲を限定すると解釈されたり利用されてはい
けない。従って、特許請求範囲によって限定されない以上、任意の実施例は本発明をより
詳しく説明するための例示的なものであり本発明の範囲が実施例で限定されるのではない
。
【００７２】
　本発明で使われる海洋構造物という用語は、例えば、ジャック　アップ　リーグ、セミ

サブリーグ、ジャケット、コムプルライオントゥ　タワー、ＴＬＰ、浮体式石油生産、保
存、摘出施設、風力発電機、波力発電機などを意味して、また、直間接的に関連した複合
構造物（例えば、ｎｏｎ－ｓｕｂｓｅａ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ／Ｆｌａｒｅ　ｔｏｗｅｒ
、Ｔｏｐ－ｓｉｄｅ、接岸する関係の海洋構造物、Ｄｒｉｌｌ　Ｒｉｇ、油田でオイル及
びガス採取用Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　Ｃａｓｉｎｇ、Ｒｉｓｅｒｓ、Ｆｌｏｗｌｉｎｅ、
Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ｌｉｎｅ、ｍｏｏｒｉｎｇ　ｌｉｎｅ、Ｌｏｗｅｒｉｎｇ　ｌｉ
ｎｅ、ＲＯＶ用Ｔｅｔｈｅｒｉｎｇ　Ｃａｂｌｅ　ｌｉｎｅ、親環境燃料削減用帆／セー
ルの構造支持台及び連結ケーブル、光繊維センサが引入されたテンショナ（ｔｅｎｔｉｏ
ｎｅｒ）、風力発電機のブレード及びタワー、ジャケット（ｊａｃｋｅｔ）、ファウンデ
ーション（ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎ）と引入するテンショナ、橋梁／斜張橋用ケーブル、海
上、海中又は、海底構造物の支持台／受け台などの構造物とこのような構造物用のコンク
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リートテンショナ（ｃｏｎｃｒｅｔｅ　ｔｅｎｓｉｏｎｅｒ）など海上又は、海底（ｓｕ
ｂｍｅｒｓｉｂｌｅ）のすべての構造物を包括する広義の用語である。
【００７３】
　また、海洋構造物はカップルドライサー（Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｒｉｓｅｒ）と非カップル
ドライサー（Ｕｎ－ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｒｉｓｅｒ）を含である。カップルドライサーには
　ＳＣＲｓ（Ｓｔｅｅｌ　Ｃａｔｅｎａｒｙ　Ｒｉｓｅｒ）、Ｗｅｉｇｈｔ－Ｄｉｓｔｒ
ｉｂｕｔｅｓ　ＳＣＲｓ、　ＳＬＷＲｓ（Ｓｔｅｅｌ　Ｌａｚｙ　Ｗａｖｅ　Ｒｉｓｅｒ
ｓ）、Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　ｒｉｓｅｒ　ｓｙｓｔｅｍｓなどがあって、Ｕｎ－ｃｏｕｐｌ
ｅｄ　ＲｉｓｅｒにはＳｉｎｇｌｅ　Ｈｙｂｒｉｄ　Ｒｉｓｅｒ　Ｔｏｗｅｒ、Ｇｒｏｕ
ｐｅｄ　ＳＬＯＲ、Ｈｙｂｒｉｄ　Ｒｉｓｅｒ　Ｔｏｗｅｒ、Ｂｕｏｙａｎｃｙ　Ｓｕｐ
ｐｏｒｔｅｄ　Ｒｉｓｅｒｓ（ｃｏｍｍｏｎｌｙ　ｋｎｏｗｎ　ａｓ　ＢＳＲ　ｓｙｓｔ
ｅｍ）等がある。
【００７４】
　１．数値算術モデル（Ｍａｔｈｅｍａｔｉｃａｌ　ｍｏｄｅｌｓ）は電算流体力学、有
限要素法（ＦＥＭ）、流体構造連動解釈、有限差分差分法、有限体積法、又は　ｉＦＥＭ
（Ｉｎｖｅｒｓｅ　Ｆｉｎｉｔｅ　Ｅｌｅｍｅｎｔ　Ｍｅｔｈｏｄ）逆有限要素法を含む
。　
【００７５】
　２．電算流体力学（ＣＦＤ）を通じて　ウインド（Ｗｉｎｄ）、ウエーブ（Ｗａｖｅ）
＆カレントロード（Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ｌｏａｄ）を算出する。
【００７６】
　３．ＦＳＩ（Ｆｌｕｉｄ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　Ｉｎｔｅｒａｃｔｉｏｎ）＆状況認識
用ルックアップテーブル；Ｗｉｎｄ、Ｗａｖｅ＆Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ｌｏａｄ　Ｒｅｓｐｏ
ｎｓｅを算出する。
【００７７】
　４．　人工知能（Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ　Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ）からセルフラー
ニング（Ｓｅｌｆ－Ｌｅａｒｎｉｎｇ）＆、予測モニタリング＆予測制御、ＤＭＳ（Ｄｙ
ｎａｍｉｃ　Ｍｏｔｉｏｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）／ＤＰＳ（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｐｏｓｉ
ｔｉｏｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）／ＥＥＯＩ（Ｅｎｅｒｇｙ　Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ　Ｏ
ｐｅｒａｔｉｏｎａｌ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）／ＥＥＤＩ（Ｅｎｅｒｇｙ　Ｅｆｆｉｃｉ
ｅｎｃｙ　Ｄｅｓｉｇｎ　Ｉｎｄｅｘ）を達成する。
【００７８】
　４－０－ａ．ＤＰ又はＤＭバウンダリー（Ｂｏｕｎｄａｒｙ）、複合構造物中にまず対
象構造物の順位を反映して疲労最小化又はＤＭＳを通じてヘリコプター離着陸、セパレー
ター（Ｓｅｐａｒａｔｏｒ）、液化工程の安定化を達成する。
【００７９】
　４－０－ｂ．　ＥＥＯＩ／ＥＥＤＩ条件充足制御時、前記本／複合構造物中にまず対象
構造物の順位を反映して疲労最小化優先順位を決めて、ＤＰＳ、ＤＭＳあるいはＥＥＯＩ
／の制御効率が最も大きくなるように運営あるいは定量的なＥＥＤＩを計測する。
【００８０】
　４－１．実時間（Ｒｅａｌ　Ｔｉｍｅ）又は、後処理（Ｐｏｓｔ－Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎ
ｇ）でＣａｌｉｂｒａｔｅ　Ｎｕｍｅｒｉｃａｌ　Ａｎａｌｙｓｉｓ　ｗｉｔｈ　ｅｍｐ
ｉｒｉｃａｌ　データ、ｔｏ　ｅｖｏｌｖｅ　ａｎｄ／ｏｒ　ｄｅｆｉｎｅ　ｔｈｅ　ｓ
ｐｅｃｉｆｉｃアルゴリズム（Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ　Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ）ｗｉ
ｔｈ　ＮＡ（例、ＣＦＤ／ＦＥＭ／ＦＳＩ．）を達成する。
【００８１】
　４－２．実時間（Ｒｅａｌ　Ｔｉｍｅ）又は、後処理（Ｐｏｓｔ－Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎ
ｇ）で診断（例、海洋構造物のモーションの大きさと周期相関関係の疲労度、変形／変位
又は、位置変化、構造物姿勢で生成された引張と累積する疲労度）をしながら累積する結
果を基礎で診断して解釈する。
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【００８２】
　４－３．海洋プラントの最適運営及びメンテナンスのための予知保全核心技術開発内容
を参照すれば、状態診断及び予知のため実時間大容量センサデータ処理及び分析する。
【００８３】
　本明細書で使われる光学センサの測定量では温度、圧力、ストレーン、回転率など多様
でセンサ部で電気を使わなくて、シリカ材質の優れた耐腐食性で使用環境に対する制約が
ほとんどなくて、光ブラッグ（Ｂｒａｇｇ）格子は屈折率の変化周期により特定の波長の
光を選択的に反射又は、除去する特性があるので光通信用フィルター、光分散補償器、光
繊維レーザーなどに利用することができる。また、外部の引張力や温度変化にともなう光
選択性の変化を利用して光学センサにも幅広く応用されている。
【００８４】
　また、本明細書で使われる伸張計（ｅｘｔｅｎｓｏｍｅｔｅｒ）という用語は一般的に
表点距離にできた長さの変化、即ち伸張を精密に測定する装置をいって、傾斜計（ｉｎｃ
ｌｉｎｏｍｅｔｅｒ）とは用語は一般的に測定対象物に発生する角度変化を測定する装置
をいう。
【００８５】
　また、本明細書で使われる数値解釈（ｎｕｍｅｒｉｃａｌ　ａｎａｌｙｓｉｓ）という
のは、構造物の形態や実際の模型をコンピュータプログラムなどを利用モデル化して実際
にそこに適用される応力などの色々な変数を入力資料にして、変位や応力状態などを出力
資料にして適用モデルの変形挙動を数値的に糾明する解釈法を意味して、電算流体力学、
有限要素解釈（ＦＥＭ）、流体‐構造連動解釈（ＦＳＩ）、有限差分法（ＦＤＭ）、有限
体積法（ＦＶＭ）、ＩＦＥＭ（Ｉｎｖｅｒｓｅ　Ｆｉｎｉｔｅ　Ｅｌｅｍｅｎｔ　Ｍｅｔ
ｈｏｄ）等を包括する用語である。
【００８６】
　また、本明細書で使われる有限要素解釈法（ＦＥＭ）は、前記有限要素解釈法は連続体
である構造物を１次元である棒、２次元である三角形や四角形、３次元である中室体（四
面体、６面体）の有限個の要素で分割して個々の領域に関してエネルギー原理を基礎にす
る近似解決法に期して計算をしていく数値計算方法を意味する用語である。
【００８７】
　また、本明細書で使われる、前記電算流体力学（ＣＦＤ）は流体又は、気体の動的な動
きをコンピュータを利用して数値解釈的方法で計算して出すのを意味する用語である。
【００８８】
　本発明は、光繊維を利用して海洋構造物のバックリング（ｂｕｃｋｌｉｎｇ）、ウォー
キング（ｗａｌｋｉｎｇ）現象を測定してこれに伴い、海洋構造物の物理的変化をモニタ
リングするシステム及び方法で、海洋構造物上の各設定された位置で基準点からの距離変
化を測定できる伸張計（ｅｘｔｅｎｓｏｍｅｔｅｒ）、前記海洋構造物上の各設定された
位置に設置されて変化方向を測定できる傾斜計（ｉｎｃｌｉｎｏｍｅｔｅｒ）又は、基準
点の変化を感知できる地震計が含まれる複合光計測機器を利用する。また、温度計、流量
計（Ｆｌｏｗ　ｍｅｔｅｒ）、圧力計を含まれることがある。
【００８９】
　光繊維を利用した少なくとも一つの光学センサを利用して、前記海洋構造物の挙動及び
構造的変化を感知する複合光計測機器を含む海洋構造物の物理的変化をモニタリングする
システムが提供される。
【００９０】
　また、前記複合光計測機器は前記海洋構造物外部に設定された少なくとも一つの基準点
と前記海洋構造物上に設定された地点の間の距離変化を前記光学センサを利用して測定す
る伸張計を含んで構成されて、前記光学センサは、前記距離変化によって光繊維に許容さ
れる応力変化に対応して前記光学センサを通過する光信号の波長を変化させる。
【００９１】
　図１を参照すれば、前記伸張計は、前記基準点と前記海洋構造物上に設定された地点の
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間を連結する少なくとも一つのワイヤーを含んで構成される。前記ワイヤーは、鉄６３．
５％、にニッケル３６．５％を添加して熱膨張係数が小さい合金であるインバー（ｉｎｖ
ａｒ）で製作した巻尺で製作することができる。インバーワイヤ
（ｉｎｖａｒ　ｗｉｒｅ）を利用して外部温度変化に影響を受けないで高い精密度の距離
測定に利用されるようにする。
【００９２】
　また、図２を参照すれば前記伸張計は、前記ワイヤーを一定張力で巻き取りするワイン
ディング部、光学センサを利用して前記ワインディングの回転数を測定する感知部をさら
に含むことができる。また、前記伸張計は前記感知部で測定された回転数に対応して周期
的に前記光学センサを刺激する刺激部をさらに含むことができる。
【００９３】
　また、図３を参照して本発明のまた他の実施例を説明すれば、前記複合光計測機器は前
記海洋構造物上の少なくとも１個以上の地点を相互連結する光繊維ワイヤーが備わって前
記海洋構造物の長さ変化を測定する伸張計を含む。前記光繊維ワイヤーは前記海洋構造物
上の距離変化によって光学センサに許容される応力変化に対応して前記光繊維を通過する
光信号の波長を変化させる。
【００９４】
　また、図４を参照して本発明のまた他の実施例を説明すれば、前記伸張計は、前記構造
物上の同じ地点に少なくとも１個以上設置されて、光繊維からなるワイヤーを含んで構成
されて、前記ワイヤーは、前記海洋構造物上の距離変化によって光繊維に許容される応力
変化に対応して前記光繊維を通過する光信号の波長を変化させる。
【００９５】
　また、本発明の他の実施例によれば、前記伸張計は、前記三角測定法を利用して前記ワ
イヤーそれぞれの引張程度を換算して前記地点の絶対的な位置情報を提供する。ここで三
角測定法というのはある一つの点の座標と距離を三角形の性質を利用する方法である。そ
の点と二つの基準点が与えられたら、その点と二つの基準点で構成される三角形で底辺と
違った二つの辺が成り立つ角をそれぞれ測定して、その辺の長さを測定した後、サイン法
則などを利用して一連の計算を遂行することによって、その点に対して座標と距離を知る
方法である。
【００９６】
　また、本発明の他の実施例によれば、前記複合光計測機器は前記海洋構造物上の複数地
点間の傾斜変化を前記光学センサを利用して測定する傾斜計を含む。また、前記傾斜計は
、重力方向で設置された重さ錘、前記重さ錘に連結された少なくとも一つの光繊維で成り
立った光学センサを含んで、前記傾斜計が設置された海洋構造物上の地点の傾斜変化によ
って、前記重さ錘によって前記光繊維に許容される応力変化に対応して前記光繊維を通過
する光信号の波長を変化させる。
【００９７】
　また、本発明の他の実施例によれば、前記複合光計測機器は、前記基準点の位置変化を
測定するための地震計をさらに含むことができる。また、前記複合光計測機器は、前記海
洋構造物の振動を測定する振動計をさらに含むことができる。
【００９８】
　また、本発明の他の実施例によれば、前記複合光計測機器から光信号の波長変化を感知
する測定装置をさらに含むことができる。前記測定装置としてデータロガー又はインター
ロゲータを利用することができる。
【００９９】
　また、本発明の他の実施例によれば、複合光計測機器はＯＴＤＲ（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｔ
ｉｍｅ－Ｄｏｍａｉｎ　Ｒｅｆｌｅｃｔｏｍｅｔｅｒ）、ラマンスペクトル法（Ｒａｍａ
ｎ）、プリルルアン散乱（Ｂｒｉｌｌｏｕｉｎ　ｓｃａｔｔｅｒｉｎｇ）、レイルリ波（
Ｒａｙｌｅｉｇｈ　ｗａｖｅ）、ＤＡＳ（Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ａｃｏｕｓｔｉｃ　
Ｓｅｎｓｉｎｇ）、音響放出法（Ａｃｏｕｓｔｉｃ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ）、干渉法（Ｉｎ
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ｔｅｒｆｅｒｏｍｅｔｒｙ）のうちの少なくとも一つを利用して目標にする構造物の変化
を感知する。
【０１００】
　また、本発明の他の実施例によれば、前記測定装置は、波長を制御できるレーザーが備
わった光学部、前記光学部によって反射した光信号の波長を光学センサ別で区別する光参
照器、前記光参照器から出力された各光学センサの光繊維ブラッグ格子を多数に連結して
、ブラッグ反射波長をチャネル別に分配する光結合器（ｏｐｔｉｃａｌ　ｃｏｕｐｌｅｒ
）及び前記光結合器から伝達されたブラッグ反射波長を電気信号に変換するフォトダイオ
ード（ｐｈｏｔｏ　ｄｉｏｄｅ）を含んで構成されることができる。また、前記測定装置
は散乱された光信号を集合する機能を備えることができる。
【０１０１】
　伸張計は海洋構造物が設定された位置の間の長さ変化を感知して海洋構造物の挙動量を
測定して、傾斜計は海洋構造物の挙動方向を感知して角度変化を測定する。測定された結
果は有線又は、無線方式の電気、電子、ソナー（ｓｏｎａｒ）又は、光学方式のうちの少
なくとも一つを利用して前記測定装置と通信して伝えられる。
【０１０２】
　数十ｍないし数百ｍの距離にかけて巨視的に発生する海底面の水平方向で発生する座屈
を測定するために多数の伸張計と傾斜計を構成して海洋構造物の物理的変化をモニタリン
グする。海底基準点の設置が難しい場合、９０°間隔で伸張計を設置して、傾斜計を利用
して傾斜変化を測定して海洋構造物の物理的変化をモニタリングする。
【０１０３】
　前記基準点から長さ変化を測定できる伸張計と角度変化を測定できる傾斜計で構成され
る。基準点には地盤の動きを測定できる地震計をさらに含んで設置されるし、傾斜計と伸
張計から光信号を伝達される光学方式の測定装置で構成される。
【０１０４】
　前記測定装置からの出力は海上及び遠隔で確認できるように、有線又は、無線方式の電
気、電子、ソナー（ｓｏｎａｒ）又は、光学方式のうちの少なくとも一つを利用して伝え
られる。また、複数個の前記伸張計又は、傾斜計が使われることができる。
【０１０５】
　また、前記基準点には地盤の動きを測定できる地震計をさらに含んで設置されるし、傾
斜計と伸張計から光信号を伝達される光学方式の測定装置で構成される。前記測定装置か
らの出力は海上及び遠隔で確認できるように、有線又は、無線方式の電気、電子、ソナー
（ｓｏｎａｒ）又は、光学方式のうちの少なくとも一つを利用して伝えられる。また、複
数個の前記伸張計又は、傾斜計が使われることができる。
【０１０６】
　一方、本発明の実施例にともなう海洋構造物の物理的変化をモニタリングする方法は、
海洋構造物上及び／又は、基準点に設置された少なくとも一つの複合光計測機器を利用し
て、前記海洋構造物の挙動又は、構造的変化により前記光学センサを通過する光信号の波
長及び／又は、光量を変化させる（ａ）段階、前記複合光計測機器が前記波長及び／又は
、光量が変化した前記光信号を前記測定装置で伝達する（ｂ）段階、測定装置によって前
記光信号の波長及び／又は、光量変化を感知する（ｃ）段階を含んで、前記複合光計測機
器は光繊維ブラッグ格子を利用した少なくとも一つの光学センサを含む。
【０１０７】
　また、図１を参照して本発明の他の実施例を説明すれば、前記複合光計測機器は、前記
海洋構造物外部に設定された少なくとも一つの基準点と前記海洋構造物の設定された位置
の間の距離変化を測定する伸張計で成り立つことができる。
【０１０８】
　また、図２を参照して本発明の他の実施例を説明すれば、前記伸張計は前記基準点と前
記海洋構造物上に設定された地点の間を連結する少なくとも一つのワイヤー、前記ワイヤ
ーを一定張力で巻き取りするワインディング部、光繊維を利用して前記ワインディング部
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の回転数を測定する感知部及び前記感知部で測定された回転数に対応して周期的に前記光
繊維を刺激する刺激部を含む。
【０１０９】
　また、図３を参照して本発明の他の実施例を説明すれば、前記伸張計は、前記海上構造
物上の少なくとも１個以上の地点を相互連結する光繊維ワイヤー（３２０）が備わって前
記海洋構造物の長さ変化を測定して、前記光繊維ワイヤーは、前記海洋構造物上の距離変
化による応力変化に対応して前記光繊維を通過する光信号の波長を変化させる。
【０１１０】
　また、図４を参照して本発明の他の実施例を説明すれば、前記伸張計は、前記構造物上
の同じ地点に少なくとも１個以上連結されて、光繊維からなるワイヤーを含んで構成され
て、前記ワイヤーは、前記海洋構造物上の距離変化によって前記光繊維に許容される応力
変化に対応して前記光繊維を通過する光信号の波長を変化させる。
【０１１１】
　また、本発明の他の実施例によれば、前記伸張計は、前記三角測定法を利用して前記ワ
イヤーそれぞれの引張程度を換算して前記地点の絶対的な位置情報を提供する。また、本
発明の他の実施例によれば、前記複合光計測機器は前記海洋構造物上の複数地点間の傾斜
変化を前記光学センサを利用して測定する傾斜計を含む。
【０１１２】
　前記傾斜計は、重力方向で設置された重さ錘と前記重さ錘に連結された光繊維を含んで
、前記（ａ）段階は、前記海洋構造物に発生した傾斜変化により前記重さ追加前記光繊維
を刺激して応力変化を発生させて、発生された応力変化を光信号に変換する。
【０１１３】
　また、本発明のまた他の実施例によれば、前記複合光計測機器は前記海洋構造物外部に
設定された少なくとも一つの基準点の位置変化を前記光学センサを利用して測定する地震
計をさらに含んで構成される。
【０１１４】
　また、本発明の他の実施例によれば、前記複合光計測機器は、前記海洋構造物の振動を
測定する振動計をさらに含むことを特徴とするまた、本発明のまた他の実施例によれば、
前記測定装置は、データロゴ又はインターロゲータを利用することができる。
【０１１５】
　また、本発明の他の実施例によれば、前記測定装置は、波長を制御できるレーザーが備
わった光学部、前記光学部によって反射した光信号の波長を光学センサ別で区別する光参
照器、前記光参照器から出力された各光学センサの光繊維ブラッグ格子を多数に連結して
、ブラッグ反射波長をチャネル別に分配する光結合期（ｏｐｔｉｃａｌ　ｃｏｕｐｌｅｒ
）及び前記光結合器から伝達されたブラッグ反射波長を電気信号に変換するフォトダイオ
ード（ｐｈｏｔｏ　ｄｉｏｄｅ）を含んで構成されることができる。
【０１１６】
　一方、前述した目的を達成するための海洋構造物に対する物理的変化の実時間モニタリ
ングを通した制御方法によれば、水槽又は、風洞で実験による海洋構造物の物理的変化に
対するデータを取得して、前記獲得されたデータを蓄積してルックアップテーブル（Ｌｏ
ｏｋｕｐ　ｔａｂｌｅ）を生成する（ａ）段階、測定装置から出力された海洋構造物の実
際の物理的変化に対するデータを取得する（ｂ）段階、前記（ｂ）段階で取得したデータ
を前記（ａ）段階のルックアップテーブルに蓄積されたデータと比較して、海洋構造物の
物理的変化に対する予測データを生成する（ｃ）段階、前記予測データを伝達された３次
元数値解釈（ｎｕｍｅｒｉｃａｌ　ａｎａｌｙｓｉｓ）プログラムによって構造物制御動
作情報、メンテナンスが必要な位置情報、メンテナンス費用情報、メンテナンス所用時間
のうちの少なくとも一つを含むメンテナンス情報及び海洋構造物でのガス漏出、火災又は
、爆発に対する警告情報を生成する（ｄ）段階を含んで、前記物理的変化は、前記海洋構
造物上の少なくとも一つの地点に対する長さ変化、傾斜変化、温度変化、圧力変化、比体
積変化のうちの少なくとも一つを含む。
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【０１１７】
　また、本発明のまた他の実施例によれば、前記（ｃ）段階以後に、前記予測データと海
洋構造物の実際の物理的変化に対するデータを比較して、ルックアップテーブルを修正す
る（ｃ－１）段階をさらに含む。
【０１１８】
　また、本発明のまた他の実施例によれば、前記（ｄ）段階以後に、ＦＳＩプログラム（
Ｆｌｕｉｄ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　Ｉｎｔｅｒａｃｔｉｏｎ）により前記海洋構造物制御
情報をシミュレーターで生成して、状況認識ミドルウェアによって前記シミュレーターを
前記（ｂ）段階で取得した前記海洋構造物の実際の物理的変化量に対するデータと実時間
で連動させて、前記海洋構造物を自動で制御するアルゴリズムを生成する段階をさらに含
むことができる。
【０１１９】
　また、本発明のまた他の実施例によれば、前記（ｄ）段階は、３次元数値解釈プログラ
ムは有限要素解釈法（ＦＥＭ）及び電算流体力学（ＣＦＤ）を利用することができる。ま
た、本発明の他の実施例によれば、前記（ｄ）段階は、前記３次元数値解釈プログラムが
、前記海洋構造物の挙動及び構造的変化により発生しうるガス漏出／拡散、火災又は、爆
破などの仮想状況及び前記仮想状況によった対応方案に対するデータが保存された状況解
釈モジュールと連動されて、メンテナンス情報を生成することができる。
【０１２０】
　また、図５を参照して本発明のまた他の実施例を説明すれば、構造物自動制御部が前記
制御動作情報により前記海洋構造物の位置又は、角度を変化させて制御する（ｅ）段階を
さらにさらに含んで、前記制御部は、前記海洋構造物上の少なくとも一つの地点に連結さ
れる結合手段及び前記結合手段と連結されて前記海洋構造物を上下左右に移動させる変位
調節手段を含んで構成されることができる。前記構造物自動制御部によって海洋構造物の
挙動及び構造的変化が最小化されるように調節することができる。
【０１２１】
　また、本発明の他の実施例によれば、前記警告情報は、前記測定装置がＴＤＬＡＳ（Ｔ
ｕｎａｂｌｅ　Ｄｉｏｄｅ　Ｌａｓｅｒ　Ａｂｓｏｒｐｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏ
ｐｙ）、ＤＴＳ（Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｔｅｍｐｅｒａｔｕｒｅ　Ｓｅｎｓｉｎｇ）
、ＤＡＳ（Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ａｃｏｕｓｔｉｃ　Ｓｅｎｓｉｎｇ）、ＦＢＧ（Ｆ
ｉｂｅｒ　Ｂｒａｇｇ　Ｇｒａｔｉｎｇ）又はＲＭＬＤ（Ｒｅｍｏｔｅ　Ｍｅｔｈａｎｅ
　Ｌｅａｋ　Ｄｅｔｅｃｔｏｒ）中少なくとも一つを利用して測定した前記海洋構造物の
実際の物理的変化に対するデータを利用して生成される。
【０１２２】
　本発明で使われる海洋構造物という用語は、例えば、ジャックアップリーグ、細微サブ
リーグ、ジャケット、コムプルライオントゥタワー、ＴＬＰ、浮体式石油生産、保存、摘
出施設、風力発電機、波力発電機などを意味して、また、直間接的に関連した複合構造物
（例えば、ｎｏｎ－ｓｕｂｓｅａ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ／Ｆｌａｒｅ　ｔｏｗｅｒ、Ｔｏ
ｐ－ｓｉｄｅ、接岸する関係の海洋構造物、ドリルリグ（Ｄｒｉｌｌ　Ｒｉｇ）、油田で
オイル及びガス採取用Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　Ｃａｓｉｎｇ、Ｒｉｓｅｒｓ、Ｆｌｏｗｌ
ｉｎｅ、Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ｌｉｎｅ、ｍｏｏｒｉｎｇ　ｌｉｎｅ、ｈａｗｓｅｒ　
ｌｉｎｅ、Ｌｏｗｅｒｉｎｇ　ｌｉｎｅ、ＲＯＶ用Ｔｅｔｈｅｒｉｎｇ　Ｃａｂｌｅ　ｌ
ｉｎｅ、親環境燃料削減用帆／セールの構造支持台及び連結ケーブル、光繊維センサが引
入されたｔｅｎｔｉｏｎｅｒ、風力発電機のブレード及びタワー、ジャケット（ｊａｃｋ
ｅｔ）、ファウンデーション（ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎ）と引入するテンショナー（ｔｅｎ
ｓｉｏｎｅｒ）、橋梁／斜張橋ケーブル、海上、海中又は、海底構造物の支持台／受け台
などの構造物とこのような構造物用のコンクリートテンショナー（ｃｏｎｃｒｅｔｅ　ｔ
ｅｎｓｉｏｎｅｒ）などを包括する広義の用語であることを明らかにする。
【０１２３】
　本発明で２バラストタンクは船舶に貨物を積載しないままで空船で運用する場合、プロ
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ペラが水面に浮かんでくるかもその効率が落ちたり激しい損傷を受けることになるなど安
全航海に大きい支障を招く恐れがあるのでこれを防止して船舶が一定の吃水を維持できる
ようにして、船内に貨物が不均衡に積載された場合、復原性を失わないようにするためで
ある。そして、一般的に海水をバラストタンク（Ｂａｌｌａｓｔ　Ｔａｎｋ）に満たすウ
ォーターバラスト（Ｗａｔｅｒ　Ｂａｌｌａｓｔ）を使うがこれで充分でない場合には砂
などを積載するソリッドバラスト（Ｓｏｌｉｄ　Ｂａｌｌａｓｔ）が使われる。
【０１２４】
　本発明で、外力（例えば、ｗｉｎｄ　ｌｏａｄ、ｗａｖｅ　ｌｏａｄ、ｃｕｒｒｅｎｔ
　ｌｏａｄ）及び構造物の反応（例えば、Ｄｉｓｐｌａｃｅｍｅｎｔ、Ｄｅｆｏｒｍａｔ
ｉｏｎ、Ｍｏｔｉｏｎ、Ｖｏｒｔｅｘ）を測定する計測機器は電気式又は、光学計測方式
を利用するライダー（ｌｉｄａｒ：laser intensity direction and ranging）、ｐｉｖ
（ｐａｒｔｉｃｌｅ　ｉｎｄｕｃｅｄ　ｖｅｌｏｃｉｔｙ）、　ｐｔｖ（ｐａｒｔｉｃｌ
ｅ　ｔｒａｃｋｉｎｇ　ｖｅｌｏｃｉｔｙ）、ストレーンセンサ、伸張計、加速度計、傾
斜計、圧力、ｆｌｏｗ　ｍｅｔｅｒ、温度計、電流計、音響放出検査、地震感知計測器、
流速、分布温度センサ、分布ストレーンセンサ、距離分割光損失測定機（ＯＴＤＲ）等を
包括する広義の用語であることをあらかじめ明らかにする。
【０１２５】
　本発明で、内力（例えば、スロッシングロード（Ｓｌｏｓｈｉｎｇ　ｌｏａｄ）、Ｆｌ
ｏｗ　ｌｏａｄ、Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　ｌｏａｄ、Ｔｈｅｒｍａｌ　ｌｏａｄ）及び構造物
の反応（例えば、Ｄｉｓｐｌａｃｅｍｅｎｔ、Ｄｅｆｏｒｍａｔｉｏｎ、Ｍｏｔｉｏｎ、
Ｗａｌｋｉｎｇ、Ｂｕｃｋｌｉｎｇ、Ｖｏｒｔｅｘ）を測定する計測機器は電気式センサ
又は、光学センサ方式を利用するライダー（ｌｉｄａｒ）、　ｐｉｖ（ｐａｒｔｉｃｌｅ
　ｉｎｄｕｃｅｄ　ｖｅｌｏｃｉｔｙ）、　ｐｔｖ（ｐａｒｔｉｃｌｅ　ｔｒａｃｋｉｎ
ｇ　ｖｅｌｏｃｉｔｙ）、ストレーンセンサ、加速度界、電流計、音響放出検査、地震感
知計測器、流速、分布温度センサ、分布ストレーンセンサ、距離分割光損失測定機（ＯＴ
ＤＲ）等を包括する広義の用語であることをあらかじめ明らかにする。
【０１２６】
　また、本発明の他の実施例によれば、複合光計測機器はＯＴＤＲ（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｔ
ｉｍｅ－Ｄｏｍａｉｎ　Ｒｅｆｌｅｃｔｏｍｅｔｅｒ）、ラマンスペクトル法（Ｒａｍａ
ｎ）、プリルルアン散乱（Ｂｒｉｌｌｏｕｉｎ　ｓｃａｔｔｅｒｉｎｇ）、レイルリ波（
Ｒａｙｌｅｉｇｈ　ｗａｖｅ）、ＤＡＳ（Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ａｃｏｕｓｔｉｃ　
Ｓｅｎｓｉｎｇ）、音響放出法（Ａｃｏｕｓｔｉｃ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ）、干渉法（Ｉｎ
ｔｅｒｆｅｒｏｍｅｔｒｙ）のうちの少なくとも一つを利用して目標にする構造物の変化
を感知する。
【０１２７】
　本発明で、時間と空間情報及び形状取得技法はＲＦ　＆　Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ－ＧＰＳ
、ＤＧＰＳ、ＲＴＫ、光－ライダー（Ｌｉｄａｒ）、ＰＩＶ、ＰＩＴ、干渉計などを利用
して気体力学に対するデータを収集する方法を包括する広義の用語であることをあらかじ
め明らかにする。
【０１２８】
　本発明で、ＩＭＵ（ｉｎｅｒｔｉａｌ　ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　ｕｎｉｔ）はジャイ
ロ、光格子などの加速度及び回転運動を測定する機器を包括する広義の用語であることを
あらかじめ明らかにする。また、ジャイロは軸対称である高速回転体の慣性空間での方向
測定や慣性空間に対する回転角速度の測定に使われる機構として、航空機や船舶、ミサイ
ルなどの方向と平衡性（傾き）を測定するのに使われて夜間運用中である航空機及び船舶
の方向と平衡性を一定に維持できるようにする。
【０１２９】
　また、前記時間と空間情報及び形状取得技法とＩＭＵを前記海洋構造物の６自由度運動
、反応姿勢、位置測定及びデータベースと連動させて人工知能のＥＥＯＩ／ＥＥＤＩ／Ｄ
ＭＳ／ＤＰＳ用モニタリング、警告システム、自動制御システムを活用して姿勢制御を行
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う。
【０１３０】
　本発明を説明するのにまず、本発明で使う用語である数値算術モデル（Ｍａｔｈｍａｔ
ｉｃａｌ　ｍｏｄｅｌｓ）は有限要素法（ＦＥＭ）、気体構造連動解釈、有限差分法、有
限体積法、ＩＦＥＭ（Ｉｎｖｅｒｓｅ　Ｆｉｎｉｔｅ　Ｅｌｅｍｅｎｔ　Ｍｅｔｈｏｄ）
等による解釈プログラムを包括する広義の用語であることを予め明らかにする。
【０１３１】
　ここで、有限要素法は連続体である構造物を１次元である棒、２次元である三角形や四
角形、３次元である中室体（四面体、６面体）の有限個の要素で分割してそれぞれの領域
に関してエネルギー原理を基礎にする近似解決法で計算していく数値計算方法である。
【０１３２】
　本発明で、状況認識ミドルウェアはＵＳＮセンサのようなセンサで入力された状況情報
をエージェントがミドルウェア専用パケットに変換して状況認識ミドルウェアで伝送すれ
ばミドルウェアはこれを受信して機能別に分類された各モジュールで処理してその結果を
使用者プログラムで伝送してモニタリング及び制御できるプログラム状況情報をミドルウ
ェア専用パケットに変換するエージェントを通じてすべての種類のセンサ情報を収集した
り、すべての装備を制御する。
【０１３３】
　ミドルウェアは各機能別（通知、処理、保存、ログ、制御、ＩＯ、外部応用）でモジュ
ール化されていて、モジュール間データ連動をＸＭＬで定義されたミドルウェアメッセー
ジを利用するのでモジュール間独立性が確保されて機能修正及び追加機能などを包括する
広義の用語であることを予め明らかにする。
【０１３４】
　本発明でウェブ基盤状況認識モニタリングプログラムは状況認識ミドルウェアを利用し
て状況情報をモニタリングするプログラムであり、ウェブ基盤で製作されてフラッシュが
正常に動作するシステムで使用可能である。実時間モニタリング（グラフ表現、チャート
表現可能）、１０分平均照会、過去データ照会（期間別、センサ別）、センサ別臨界値設
定後臨界値超過時警告、一部センサのための外部プログラム呼び出し及び結果モニタリン
グ機能を行うプログラムを包括する広義の用語であることを予め明らかにする。
【０１３５】
　本発明は、電気式又は、光学方式の計測機器を統合して前記海洋構造物の負荷、ストレ
ーン、変形、変位、疲労、亀裂、振動又は、周波数などを測定する。気体の流れが船体に
及ぼす力は時間にともなう３次元での速度と方向によったことであり、ｘ、ｙ、ｚ軸及び
入射角のｘ、ｙ、ｚ軸による反応がそれぞれ違う。
【０１３６】
　図６及び図７を参照すれば本発明の実施例にともなう実時間海洋構造物に対する気体又
は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び位置を予測モニタリング及び制
御することを通した燃料削減、安全運用方法は、水槽又は、風洞で線形試験を通じて海洋
構造物外部気体の流れが海洋構造物に及ぼす内外力に対するデータ及び前記内外力にとも
なう海洋構造物の反応に対するデータを蓄積してルックアップテーブルを生成して前記ル
ックアップテーブルをデータベースに保存する第１段階、計測機器が海洋構造物の実際の
航海において飛行時間法（Ｔｉｍｅ－ｏｆ－Ｆｌｉｇｈｔ　Ｍｅｔｈｏｄ）を利用して前
記内外力を測定してデータベースに保存する第２段階、第２段階の内外力の測定データを
第１段階のルックアップテーブルに蓄積された内外力に対するデータと比較して、海洋構
造物の反応に対するデータを予測する第３段階、前記予測された海洋構造物の反応に対す
るデータを利用して海洋構造物の姿勢又は、航海経路を実時間で制御する第４段階を含む
、実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動
及び位置を予測モニタリング及び予測制御することを通した燃料削減及び安全運用方法が
提供される。
【０１３７】
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　水槽又は、風洞で線形試験を通じてきっ水及びトリムの変化による船体抵抗（ｈｕｌｌ
　ｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ）を測定して６自由度運動による影響を勘案して今後船舶に許容
される気体力学エネルギーをレーダー、圧力センサ、ストレーンセンサ、加速度計などを
利用して測定する。この場合、高度別に気体の方向と速度を空間及び時間により測定する
。
【０１３８】
　また、前記段階により、数値算術モデルと実際の測定データを連動して自動制御を進め
る。船体に許容される気体力学エネルギーの方向と速度を予め測定して船体に反映して気
体力学反応モデルテストを活用して海洋構造物の反応を予測して実際の測定されたデータ
と比較して、ルックアップテーブルの修正を通じて最適化された気体力学反応モデルを開
発して、これを通じて姿勢制御又は、航海経路を決めることを特徴とする。
【０１３９】
　また、前記第３段階は、前記海洋構造物の実際の反応を測定する第３－１段階及び前記
第３－１段階で測定された海洋構造物の反応に対するデータと第３段階で予測された海洋
構造物の反応に対するデータが不一致する場合、第３－１段階の海洋構造物の反応に対す
るデータで第１段階で生成されたルックアップテーブルにあっての海洋構造物の反応に対
するデータを修正又は、このデータの修正数値を反映して数値モデル（ＣＦＤ　＆／ｏｒ
　ＦＥＭ）を修正／補完する３－２段階をさらに含むことができる。
【０１４０】
　この場合、前記海洋構造物の反応に対するデータの修正は、有限要素法（ＦＥＡ）又は
　ｉＦＥＭ（Ｉｎｖｅｒｓｅ　Ｆｉｎｉｔｅ　Ｅｌｅｍｅｎｔ　Ｍｅｔｈｏｄ）基盤のシ
ミュレーションによって成り立つことができる。
【０１４１】
　計測機器で測定されたデータは電算流体力学（ＣＦＤ）の入力条件を最大でして、海洋
構造物の挙動及び６自由度運動、各種物理量の相関関係を分析する。前記状況認識ミドル
ウェアでの算術数値モデルの結果と実際の測定データを連動してアルゴリズム及びシミュ
レーションを構築する。前記状況認識ミドルウェア及びウェブ基盤状況認識モニタリング
プログラムを通じてウェブ基盤システムを構築して単純なモニタリング以外にも人工知能
のモニタリング及び予測制御システムを実現する。
【０１４２】
　図８を参照すれば前記第２段階は、前記海洋浮遊体に備わった計測機器を通じて気体に
よる内外力を測定するものの、前記計測機器は電気式センサ又は、光学センサで成り立つ
ことができる。そして、前記計測機器は風向、風速、気圧、気温、湿度及び粉塵を高度別
に測定する。
【０１４３】
　また、前記第２段階は、ＩＭＵを利用して気体の流れが海洋構造物に及ぼす内外力を実
際に測定する。また、前記第２段階での前記海洋構造物の反応は、前記海洋構造物が船舶
である場合、前記船舶の進行方向、前後左右傾き、きっ水又は、トリムのうちの少なくと
も一つを含むことができる。
【０１４４】
　また、前記第２段階で前記海洋構造物の反応は、前記海洋構造物が一時的固定構造物で
ある場合、前記構造物の移動方向、前後左右傾き、きっ水のうちの少なくとも一つを含む
ことができる。
【０１４５】
　また、前記第２段階は、気体の流れによる海洋構造物の固有周波数、高調波周波数及び
気体特性を含むデータを測定することができる。また、前記第１段階で前記ルックアップ
テーブルが保存されるデータベースは、海洋構造物に備わった航海記録装置（ＶＤＲ）で
もある。
【０１４６】
　また、係留ライン（ｍｏｏｒｉｎｇ　ｌｉｎｅ）、親環境燃料削減型帆の支持台及び連
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結ケーブル（ｓａｉｌ　ｌｉｎｅ）に電気式又は、光学方式のセンサを付着して気体力学
の複合エネルギー（ｃｏｕｐｌｅｄ　ｅｎｅｒｇｙ）による変化をモニタリングすること
ができる。
【０１４７】
　荷役（ｏｆｆ－ｌｏａｄｉｎｇ）又は、接岸時にも、ハウザー（Ｈａｗｓｅｒ）と船籍
ホース（Ｌｏａｄｉｎｇ　Ｈｏｓｅ）に光繊維又は、電気式ストレーンセンサを引入して
計測される応力と気体又は、流体力学的環境内外力によって前記海洋構造物に発生する６
自由度運動（Ｈｅａｄｉｎｇ、Ｓｗａｙ、Ｈｅａｖｅ、Ｒｏｌｌｉｎｇ、Ｐｉｔｃｈｉｎ
ｇ、Ｙａｗｉｎｇ　ｍｏｔｉｏｎ）に対する測定データを構造解釈と連動して、状況判断
の優先順位又は、重要度を勘案した荷役ラインの実時間制御又は、予測制御を通じて気体
力学によって許容される力（Ｐｉｐｅ　ｌｉｎｅ、Ｐｕｍｐ、引入型テンショナー、ライ
ザー、係留ライン、ハウザー、荷役ラインの慣性及び弾性）を最小化する。
【０１４８】
　そして前記データベースに保存されたデータは実時間状況認識、過去記録の状況再現及
び場合の数に備えた状況予測を実現するために基準データで活用することができる。また
、前記保存されたデータは仮想シミュレーションを通じて構造診断及び作業評価機能を遂
行するのに利用することができる。
【０１４９】
　また、前記海洋構造物が一時的固定構造物である場合、前記ルックアップテーブルは１
年単位の時系列的データで記録されて、前年度までの蓄積された１年単位の時系列的デー
タとの比較を通じて前記ルックアップテーブルを修正することができる。これを通じて誤
差を自動的に減少させることができる。
【０１５０】
　また、前記第４段階は、ラダー（ｒｕｄｄｅｒ）、スラスター（ｔｈｒｕｓｔｅｒ）、
推進用プロペラ、帆、凧又は、風船のうちの少なくとも一つを利用して海洋構造物の姿勢
又は、航海経路を実時間で制御することができる。即ち、６自由度運動が最小化されるよ
うにラダーなどに対する制御を遂行して、航海中である海洋構造物の場合、気体力学によ
る力を補償するためにラダーの方向を制御して最適化された経路で運用可能にする。
【０１５１】
　一方、前記海洋構造物運用中である場合、ローリング（ｒｏｌｌｉｎｇ）によって海洋
構造物が転覆されたり運送物が落下する危険がある。この場合、海洋構造物の下の方にキ
ーを少なくとも一つを設置すればキーによる摩擦によってローリングを減少させることが
できる。
【０１５２】
　図９を参照して本発明の他の実施例を説明すれば、前記第４段階は前記海洋構造物が船
舶である場合、前記予測された海洋構造物の反応に対するデータにより、推進力と前記内
外力との合力が目標にする進行方向になることができるようにラダーの方向及びスラスタ
ーとプロペラのＲＰＭを制御することができる。例えば、気体力学によって船舶に許容さ
れる内外力に対し船舶に備わったラダー（ｒｕｄｄｅｒ）を制御しない場合よりラダーを
制御する場合に目標地点までの移動距離が短縮されることを図９を通じて確認することが
できる。
【０１５３】
　また、前記海洋構造物が一時的固定構造物である場合、前記予測された構造物の反応に
対するデータにより、前記内外力との合力が最小になって現位置を維持するようにスラス
ターを制御することができる。
【０１５４】
　図１３を参照すれば前記海洋構造物は、ヘリデッキ（ｈｅｌｉｄｅｃｋ）を具備するも
のの、前記第４段階は、前記ヘリデッキの平衡を維持又は、ヘリコプター離着陸時衝撃を
緩和することができるようにＤＰ（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ）及びＤＭ
（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｍｏｔｉｏｎｉｎｇ）を通じて前記海洋構造物の姿勢を制御したり、
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６自由度の角度を調節して前記海洋構造物の錘の重心を変化させて、前記ヘリデッキの平
衡状態情報を前記データベースに保存することができる。
【０１５５】
　そして、前記海洋構造物の姿勢を制御するのに伴った前記ヘリデッキの平衡状態情報を
前記データベースに保存するものの、前記データベースは通信部を通じて外部の構造情報
サーバーで前記ヘリデッキの平衡状態情報を送信して、前記構造情報サーバーは複数の海
洋構造物のうちでヘリコプターが離着陸できるヘリデッキの平衡状態情報を保有した海洋
構造物の位置情報をヘリコプターで提供することができる。
【０１５６】
　また、海洋構造物の作業目的機能（ヘリコプター離着陸、Ｓｅｐａｒａｔｏｒ、液化工
程など）に合わせて平衡を維持できるようにトリム（ｔｒｉｍ）等の６自由度の角度を調
節して前記海洋構造物の錘の重心を変化させることができて、平衡状態を維持させること
ができて、又は、衝撃を緩和する。　特に、ヘリコプター離着陸時海洋構造物又はヘリデ
クとヘリコプターの支持構造機能との衝撃を緩和する。
【０１５７】
　また、前記第２段階は計測機器によって前記海洋構造物から遠距離の風向、風速、気温
、湿度、気圧、太陽輻射線、無機イオン、二酸化炭素、粉塵、放射能又は、オゾンのうち
の少なくとも一つを計測して前記データベースに保存する第２－１段階をさらに含むもの
の前記計測機器は風速計、風向計、湿度計、温度計、気圧計、日射計、天気マップ自動採
取期、ＣＯ２ｆｌｕｘ測定装備、待機　粉塵　粉塵粉塵採集期、エアサンプラー（ａｉｒ
　ｓａｍｐｌｅｒ）又は、オゾン分析器のうちの少なくとも一つ以上であることが望まし
い。
【０１５８】
　また、ＩＭＵ、時間と空間情報及び形状取得技法、Ｘ－ｂａｎｄ／Ｓ－ｂａｎｄを感知
できるレーダーを利用して危険物との衝突防止だけでなく風向、風速、気圧、気温を予測
して、ＩＭＵを１個以上利用して前記海洋構造物の６自由度運動だけでなくホッグ（ｈｏ
ｇｇｉｎｇ）、サギング
（ｓａｇｇｉｎｇ）、トーション（ｔｏｒｔｉｏｎ）まで測定して、時間と空間情報取得
技法を利用して前記海洋構造物の移動距離及び座標計測衛星の環境内外力データをレーダ
ー及びＩＭＵデータと連動して海洋構造物の疲労を最小化する。
【０１５９】
　また、前記ウェーブレーダーのポラ（Ｐｏｌａｒ）イメージ収集は３２個で限定されな
くて、実時間動的イメージプロセッシングをするために新しいポライメージを受けると同
時に最初又は、最も古くなったポライメージを削除して実時間動的イメージプロセッシン
グをする。これを通じて、実時間で危険物との衝突防止、風速、風向、気圧、気温を予測
することができる。
【０１６０】
　また、ＲＦ　１Ｘ２　スプリッタ（Ｓｐｌｉｔｔｅｒ）又はＲＦ増幅器を活用して既存
のＸ－ｂａｎｄ又はＳ－ｂａｎｄ衝突防止用レーダーを利用する。また、ウェーブレーダ
ーの測定データに対し６自由度運動による影響を補償して、Ｔｉｍｅ　ｏｆ　Ｆｌｉｇｈ
ｔ　ｍｅｔｈｏｄ、映像つなぎ（ｉｍａｇｅ　ｏｖｅｒｌａｙ）方式を利用する。
【０１６１】
　図１０を参照すれば、前記海洋構造物はバラストタンクを具備して前記バラストタンク
内部のスロッシング現象を減少させるために、前記バラストタンクの両側面それぞれに備
わるスロッシング抑制部を含むことができる。そして、前記スロッシング抑制部は前記バ
ラストタンクの一水平断面において前記断面の開放面積を狭めることによってスロッシン
グ現象を抑制する。
【０１６２】
　また、図１１を参照すれば前記第４段階は気体力学による内外力の影響で前記海洋構造
物に傾くのが発生した場合、傾いた方向の反対側で前記バラストタンクに積載されたバラ
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スト水を移動させて前記海洋構造物の姿勢を制御することができる。
【０１６３】
　そして、前記バラストタンク増えた、前記バラストタンクは、前記バラストタンク内部
に区画を分ける隔壁を具備して、前記隔壁には他区画で前記バラスト水を移動させるため
の開閉部を設置して、前記開閉部の内部には前記バラスト水の移動速度及び移動方向を制
御するポンプが設置されることができる。また、前記バラストタンクと水位計（ｗａｔｅ
ｒ　ｇａｕｇｅ）を連結して前記バラストタンクの程度をモニタリングしてフィードバッ
ク（ｆｅｅｄ　ｂａｃｋ）及び／又は、フィードフォワード（ｆｅｅｄ　ｆｏｒｗａｒｄ
）を通じてアクティブ制御（ａｃｔｉｖｅ　ｃｏｎｔｒｏｌ）をすることができる。
【０１６４】
　また、前記２段階での内外力の測定データを外部気象情報サーバーに伝送して、前記気
象情報サーバーは人工衛星から受信された気象情報を前記内外力の測定データと比較して
誤差を修正した気象情報修正データを保存することができる。また、前記気象情報サーバ
ーに接続された外部使用者端末の要請により、前記気象情報修正データを前記外部使用者
端末に提供することができる。
【０１６５】
　一方、前述した目的を達成するための本発明のまた他の一側面によれば、水槽又は、風
洞で線形試験を通じて海洋構造物外部気体の流れが海洋構造物に及ぼす内外力に対するデ
ータ及び前記内外力にともなう海洋構造物の反応に対するデータを蓄積してルックアップ
テーブルを生成する第１段階、海洋構造物の実際の航海において飛行時間法（Ｔｉｍｅ－
ｏｆ－Ｆｌｉｇｈｔ　Ｍｅｔｈｏｄ）を利用して前記内外力を測定する第２段階、第２段
階の内外力の測定データを第１段階のルックアップテーブルに蓄積された内外力に対する
データと比較して海洋構造物の反応に対するデータを予測する第３段階、実際の海洋構造
物の反応を測定する第３－１段階、前記第３－１段階で測定された海洋構造物の反応に対
するデータと第３段階で予測された海洋構造物の反応に対するデータを比較して、その差
が発生した場合、第３－１段階の海洋構造物の反応に対するデータで第１段階で生成され
たルックアップテーブルにあっての海洋構造物の反応に対するデータを修正する第３－２
段階及び前記ルックアップテーブルに蓄積されたデータを仮想のシミュレーションを通じ
て海洋構造物に対するメンテナンスデータを取得する第４段階及び前記仮想のシミュレー
ションの実計測データを反映して、前記仮想シミュレーションの結果である反応結果数値
を実時間海洋構造物の反応実計測数値と比較して、前記海洋構造物の反応に対するデータ
を修正したり前記修正されたデータを反映して数値モデルを修正及び補完する第５段階が
含まれる。
【０１６６】
　図１２を参照すれば、本発明の実施例により前記メンテナンス　データがシミュレーシ
ョンを通じて獲得された内容を確認することができる。例えば、メンテナンスデータは前
記海洋構造物に備わった個別構造物の重要度順序でそれぞれに対する位置情報、メンテナ
ンス費用情報、メンテナンス所用時間情報、残余寿命情報などを含んで出力されることが
できる。
【０１６７】
　また、前記第４段階以後に、ＦＳＩプログラム（Ｆｌｕｉｄ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　Ｉ
ｎｔｅｒａｃｔｉｏｎ）により前記海洋構造物制御情報をシミュレーターで生成して、状
況認識ミドルウェアによって前記シミュレーターを前記第３－１段階で取得した前記海洋
構造物の実際の反応に対するデータと実時間で連動させて、前記海洋構造物を自動で制御
するアルゴリズムを生成する段階をさらに含むことができる。
【０１６８】
　そして、前記第４段階は、有限要素解釈法（ＦＥＭ）及び電算流体力学（ＣＦＤ）を利
用した３次元数値解釈（ｎｕｍｅｒｉｃａｌ　ａｎａｌｙｓｉｓ）プログラムが、前記海
洋構造物の挙動及び構造的変化により発生しうるガス漏出、ガス拡散、火災又は、爆破な
どの仮想状況及び前記仮想状況によった対応方案に対するデータが保存された状況解釈モ
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ジュールと連動されてメンテナンス情報を生成また、前記海洋構造物の反応に対するデー
タは、ストレーン、変形、亀裂、振動、周波数、腐食、侵食のうちの少なくとも一つを含
むことができる。
【０１６９】
　前記周波数は固有周波数（ｎａｔｕｒａｌ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）、高調波周波数（ｈ
ａｒｍｏｎｉｃ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）を含んで、構造解釈方式と連動して前記海洋構造
物に加えられる周波数を回避して疲労を最小化して寿命延長のためのデータで活用される
。
【０１７０】
　また、前記第４段階のメンテナンスデータは、前記海洋構造物に備わった個別構造物の
あらかじめ設定された重要度により区別されて獲得されることができる。ＤＰ又はＤＭ　
Ｂｏｕｎｄａｒｙ条件を充足して制御時、前記海洋構造物に備わった個別構造物に対し疲
労最小化に対する優先順位を決めて、ＥＥＯＩ／ＥＥＤＩ／ＤＭＳ／ＤＰＳの効率が適切
に大きくなるように緊急、至急、優先などの順位で運営することができる。
【０１７１】
　また、前記メンテナンスデータは、メンテナンスが必要な位置情報、メンテナンス費用
情報、メンテナンス所用時間情報又は、構造物別残余寿命情報のうちの少なくとも一つを
含むことができる。
　前記測定されたスランミングによった海洋構造物の反応とスロッシングによるバラスト
タンクを含む貯蔵タンクの反応に対するデータは数値算術モデル（ｍａｔｈｅｍａｔｉｃ
ａｌ　ｍｏｄｅｌｓ）と連動して最適化＆人工知能アルゴリズムを導き出して、その結果
がルックアップテーブル形態で航海記録装置（ＶＤＲ）又は、別途のサーバーに保存され
て海洋構造物の姿勢を制御して損傷を最小化する。
【０１７２】
　また、前記保存されたデータは実時間状況認識、過去記録の状況再現、場合の数に対す
る状況予測を実現するために必要な状況認識用基準データ（ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｄａｔ
ａ）で活用する。また、保存されたデータを利用して仮想のシミュレーションを通じて構
造診断及び作業評価機能を遂行することができる。
【０１７３】
　前記アルゴリズム又は、シミュレーターに実際の測定データの持続的に反映及びルック
アップテーブルの修正を通じて最適化された予測シミュレーターを実現する。ライザー（
ＳＣＲ、ＴＴＲ、Ｔｅｎｄｏｎ）／ＲＯＶ／ドリルリグ（Ｄｒｉｌｌ　ｒｉｇ）などを含
む海洋構造物に前記アルゴリズム又は、シミュレーターを反映して自動学習技法を活用し
た自動化を実現することができる。
【０１７４】
　図６を参照すれば、本発明の実施例に伴う実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力
学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び運用位置を予測モニタリング及び制御する
ことを通した燃料削減、安全運用方法は、水槽又は、風洞で線形試験を通じて海洋構造物
外部流体の流れが海洋構造物に及ぼす内外力に対するデータ及び前記内外力に伴う海洋構
造物の反応に対するデータを蓄積してルックアップテーブルを生成して前記ルックアップ
テーブルをデータベースに保存する第１段階、計測機器が海洋構造物の実際の航海におい
て飛行時間法（Ｔｉｍｅ－ｏｆ－Ｆｌｉｇｈｔ　Ｍｅｔｈｏｄ）を利用して前記内外力を
測定してデータベースに保存する第２段階、第２段階の内外力の測定データを第１段階の
ルックアップテーブルに蓄積された内外力に対するデータと比較して、海洋構造物の反応
に対するデータを予測する第３段階、前記予測された海洋構造物の反応に対するデータを
利用して海洋構造物の姿勢又は、航海経路を実時間で制御する第４段階を含む、実時間海
洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船体応力、６自由度運動及び運用位
置を予測モニタリング及び予測制御することを通した燃料削減及び安全運用方法が提供さ
れる。
【０１７５】
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　水槽又は、風洞で線形試験を通じてきっ水及びトリムの変化による船体抵抗（ｈｕｌｌ
　ｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ）を測定して６自由度運動による影響を勘案して今後船舶に許容
される流体力学エネルギーを圧力センサ、ストレーンセンサ、加速度計などを利用して測
定する。この場合、高さ別で海流及び潮流の方向と速度を空間及び時間により測定する。
【０１７６】
　また、前記段階により、数値算術モデルと実際の測定データを連動して自動制御を進め
る。船体に許容される流体力学エネルギーの方向と速度を予め測定して船体に反映して流
体力学反応モデルテストを活用して海洋構造物の反応を予測して実際の測定されたデータ
と比較して、ルックアップテーブルの修正を通じて最適化された流体力学反応モデルを開
発して、これを通じて姿勢制御又は、航海経路を決めることを特徴とする。
【０１７７】
　また、前記第３段階は、前記海洋構造物の実際の反応を測定する第３－１段階及び前記
第３－１段階で測定された海洋構造物の反応に対するデータと第３段階で予測された海洋
構造物の反応に対するデータが不一致な場合、第３－１段階の海洋構造物の反応に対する
データで第１段階で生成されたルックアップテーブルにあっての海洋構造物の反応に対す
るデータを修正する３－２段階をさらに含むことができる。
【０１７８】
　この場合、前記海洋構造物の反応に対するデータの修正は、有限要素法（ＦＥＡ）基盤
のシミュレーションによって成り立つことができる。
【０１７９】
　計測機器で測定されたデータは電算流体力学（ＣＦＤ）の入力条件を最大でして、海洋
構造物の挙動及び６次誘導運動、各種物理量の相関関係を分析する。前記状況認識ミドル
ウェアでの算術数値モデルの結果と実際の測定データを連動してアルゴリズム及びシミュ
レーションを構築する。前記状況認識ミドルウェア及びウェヴ基盤状況認識モニタリング
プログラムを通じてウェヴ基盤システムを構築して単純なモニタリング以外にも人工知能
のモニタリング及び予測制御システムを実現する。
【０１８０】
　また、前記第２段階は、前記第２段階は、前記海洋部類体の側面に用意された計測機器
を通じて流体による内外力を測定するものの、前記計測機器は電気式センサ又は、光学セ
ンサで成し遂げるようになることもある。また、前記第２段階は、ＩＭＵを利用して流体
の流れが海洋構造物に及ぼす内外力を実際に測定する。
【０１８１】
　また、前記第２段階での前記海洋構造物の反応は、前記海洋構造物が船舶である場合、
前記船舶の進行方向、前後左右傾き、きっ水又は、トリムのうちの少なくとも一つを含む
ことができる。また、前記第２段階で前記海洋構造物の反応は、前記海洋構造物が一時的
固定構造物である場合、前記構造物の運用方向、前後左右傾き、きっ水のうちの少なくと
も一つを含むことができる。また、前記第２段階は、水深別で潮流及び海流の空間及び時
間に伴う方向と速度を測定することができる。
【０１８２】
　また、前記第２段階は、流体の流れによる海洋構造物の固有周波数、高調波周波数及び
流体特性を含むデータを測定することができる。また、前記第１段階で前記ルックアップ
テーブルが保存されるデータベースは、海洋構造物に備わった航海記録装置（ＶＤＲ）で
もある。また、係留ライン（ｍｏｏｒｉｎｇ　ｌｉｎｅ）、親環境燃料削減型帆の支持台
及び連結ケーブル（ｓａｉｌ　ｌｉｎｅ）に電気式又は、光学方式のセンサを付着して流
体力学の複合エネルギー（ｃｏｕｐｌｅｄ　ｅｎｅｒｇｙ）による変化をモニタリングす
ることができる。
【０１８３】
　荷役（Ｏｆｆ－Ｌｏａｄｉｎｇ）又は、接岸時にも、ハウザー（Ｈａｗｓｅｒ）と船積
ホース（Ｌｏａｄｉｎｇ　Ｈｏｓｅ）に光繊維又は、電気式ストレーンセンサを引入して
計測される応力と気体又は、流体力学的環境内外力によって前記海洋構造物に発生する６
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自由度運動（Ｈｅａｄｉｎｇ、Ｓｗａｙ，Ｈｅａｖｅ、Ｒｏｌｌｉｎｇ、Ｐｉｔｃｈｉｎ
ｇ、Ｙａｗｉｎｇ　ｍｏｔｉｏｎ）に対する測定データを構造解釈と連動して、状況判断
の優先順位又は、重要度を勘案したｏｆｆ－ｌｏａｄｉｎｇラインの実時間制御又は、予
測制御を通じて流体力学によって許容される力（Ｐｉｐｅ　ｌｉｎｅ、Ｐｕｍｐ、引入型
テンショナー、ライザー、係留ライン、ハウザー、ｏｆｆ－ｌｏａｄｉｎｇラインの慣性
及び弾性）を最小化する。
【０１８４】
　そして前記データベースに保存されたデータは実時間状況認識、過去記録の状況再現及
び場合の数に備えた状況予測を実現するために基準データで活用することができる。また
、前記保存されたデータは仮想シミュレーションを通じて構造診断及び作業評価機能を遂
行するのに利用することができる。
【０１８５】
　また、前記海洋構造物が一時的固定構造物である場合、前記ルックアップテーブルは１
年単位の時系列的データで記録されて、前年度までの蓄積された１年単位の時系列的デー
タとの比較を通じて前記ルックアップテーブルを修正することができる。これを通じて誤
差を自動的に減少させることができる。
【０１８６】
　また、前記第４段階は、ラダー（ｒｕｄｄｅｒ）、スラスター（ｔｈｒｕｓｔｅｒ）、
推進用プロペラ又は、帆のうちの少なくとも一つを利用して海洋構造物の姿勢又は、航海
経路を実時間で制御することができる。即ち、６自由度運動が最小化されるようにラダー
などに対する制御を遂行して、航海中である海洋構造物の場合、流体力学による力を補償
するためにラダーの方向を制御して最適化された経路で運用可能にする。
【０１８７】
　一方、前記海洋構造物が運用中である場合、ローリング（ｒｏｌｌｉｎｇ）によって海
洋構造物が転覆したり運送物が落下する危険がある。この場合、海洋構造物の下の方にキ
ーを少なくとも一つを設置すればキーによる摩擦によってローリングを減少させることが
できる。
【０１８８】
　また、図９を参照して本発明のまた他の実施例を説明すれば、前記第４段階は、前記海
洋構造物が船舶である場合、前記予測された海洋構造物の反応に対するデータにより、推
進力との前記内外力との合力が目標にする進行方向になることができるようにラダーの方
向及びスラスターとプロペラのＲＰＭを制御することができる。
【０１８９】
　例えば、流体力学によって船舶に許容される内外力に対し船舶に備わったラダー（ｒｕ
ｄｄｅｒ）を制御しない場合よりラダーを制御する場合に目標地点までの移動距離が短縮
されることを図９を通じて確認することができる。
【０１９０】
　また、前記海洋構造物が一時的固定構造物である場合、前記予測された構造物の反応に
対するデータにより、前記内外力との合力が最小になって現位置を維持するようにスラス
ターを制御することができる。
【０１９１】
　また、図１３を参照すれば前記海洋構造物は、ヘリデッキ（ｈｅｌｉｄｅｃｋ）を具備
するものの、前記第４段階は、前記ヘリデッキの平衡を維持できるようにＤＰ（Ｄｙｎａ
ｍｉｃ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ）及びＤＭ（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｍｏｔｉｏｎｉｎｇ）を
通じて前記海洋構造物の姿勢を制御して、前記ヘリデッキの平衡状態情報を前記データベ
ースに保存することができる。
【０１９２】
　そして、前記海洋構造物の姿勢を制御するのに伴った前記ヘリデッキの平衡状態情報を
前記データベースに保存するものの、前記データベースは通信部を通じて外部の構造情報
サーバーで前記ヘリデッキの平衡状態情報を送信して、前記構造情報サーバーは複数の海
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洋構造物のうちでヘリコプターが離着陸できるヘリデッキの平衡状態情報を保有した海洋
構造物の位置情報をヘリコプターで提供することができる。
【０１９３】
　また、海洋構造物の作業目的機能（ヘリコプター離着陸、セパレーター（Ｓｅｐａｒａ
ｔｏｒ）、液化工程など）に合わせて平衡を維持できるようにトリム（ｔｒｉｍ）等の６
自由度の角度を調節して前記海洋造物の錘の重心を変化させることができて、平衡状態を
維持させることができて、又は、衝撃を緩和する。特に、ヘリコプター離着陸時海洋構造
物又はヘリデッキとヘリコプターの支持構造機能との衝撃を緩和する。
【０１９４】
　また、前記第１段階及び第２段階で、前記流体の流れが海洋構造物に及ぼす内外力に対
するデータは、前記海洋構造物の側面に設置された圧力センサによって測定される、海流
及び潮流のベクターに対するデータでもある。また、図１４を参照して本発明のまた他の
実施例を説明すれば、前記圧力センサが複数個備わって、前記海洋構造物の側面に一定間
隔で設置されることができる。
【０１９５】
　一方、前記海洋構造物に作用する波に対するモニタリングは側面に３次元圧力センサモ
ジュールを設置して測定されたデータを分析して海流及び鳥類のベクターを抽出して、最
も大きい数値が出てくるセンサの設置位置に波が来ているということが分かる。これを通
じて空間及び時間に伴う波の方向だけでなく波によるストレーン値を計算して波の速度を
類推することができる。
【０１９６】
　また、前記第２段階は気象測定装備によって前記海洋構造物から遠距離の波浪、波高、
波の周期、波の速度又は、波の方向のうちの少なくとも一つを計測して前記データベース
に保存する第２－１段階をさらに含むものの、前記気象測定装備はウェーブレーダー（ｗ
ａｖｅ　ｒａｄａｒ）、ｄｉｒｅｃｔｉｏｎａｌ　ｗａｖｅｒｉｄｅｒ、Ｓｅａ　ｌｅｖ
ｅｌ　ｍｏｎｉｔｏｒ、超音波潮位計、風向き風速計又は、超音波波高計のうちの少なく
とも一つ以上で成り立つことができる。
【０１９７】
　また、図１４を参照して本発明の他の実施例を説明すれば、前記圧力センサが複数個備
わって、前記海洋構造物の側面に高さ差を置いて設置されることができる。前記圧力セン
サからのデータ測定有無を分析して、最も高いところに位置した圧力センサからのデータ
を通じて波高データを取得することができる。そして、前記測定データの周期を測定して
波の周期もまた計算することができる。
【０１９８】
　一方、図８を参照して本発明のまた他の実施例を説明すれば、前記第２段階はウェーブ
レーダー（３１０）（ｗａｖｅ　ｒａｄａｒ）により前記海洋構造物から遠距離の波浪、
波高、波の周期、波の速度又は、波の方向のうちの少なくとも一つを計測して前記データ
ベースに保存する第２－１段階をさらに含むことができる。前記ウェーブレーダー（３１
０）を活用すれば数百ｍ距離の波浪、波高、波の周期、波の速度及び波の方向を測定して
前記海洋構造物に及ぼすことになる流体力学を計算することができる。
【０１９９】
　ＩＭＵ、時間と空間情報及び形状取得技法、Ｘ－ｂａｎｄ／Ｓ－ｂａｎｄを感知できる
レーダーを利用して危険物との衝突防止だけでなく波浪、波高を含む波の動きを予測して
、ＩＭＵを１個以上利用して前記海洋構造物の６自由度運動だけでなくホッグ（ｈｏｇｇ
ｉｎｇ）、サギング
（ｓａｇｇｉｎｇ）、トーション（ｔｏｒｔｉｏｎ）まで測定して、時間と空間情報取得
技法を利用して前記海洋構造物の移動距離及び座標計測衛星の環境内外力データをレーダ
ー及びＩＭＵデータと連動して海洋構造物の疲労を最小化する。
【０２００】
　また、前記ウェーブレーダーのポラ（Ｐｏｌａｒ）イメージ収集は３２個で限定されな
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くて、実時間動的イメージプロセッシングをするために新しいポライメージを受けると同
時に最初又は、最も古くなったポライメージを削除して実時間動的イメージプロセッシン
グをする。
【０２０１】
　これを通じて、実時間で危険物との衝突防止、波浪と波高を含む波の動きを予測するこ
とができる。また、ＲＦ　１ｘ２　スプリッタ（Ｓｐｌｉｔｔｅｒ）又はＲＦ増幅器を活
用して既存のＸ－ｂａｎｄ又はＳ－ｂａｎｄ衝突防止用レーダーを利用する。
【０２０２】
　また、ウェイブレーダーの測定データに対し６自由度運動による影響を補償して、Ｔｉ
ｍｅ　ｏｆ　Ｆｌｉｇｈｔ　ｍｅｔｈｏｄ、イメージオーバーレイ（ｉｍａｇｅ　ｏｖｅ
ｒｌａｙ）方式を利用する。また、図１０を参照して本発明のまた他の実施例を説明すれ
ば、前記海洋構造物はバラストタンクを具備して、前記バラストタンク内部のスロッシン
グ現象を減少させるために、前記バラストタンクの両側面それぞれに備わるスロッシング
抑制部を含むことができる。そして、前記スロッシング抑制部は前記バラストタンクの一
水平断面において前記断面の開放面積を狭めることによってスロッシング現象を抑制する
。
【０２０３】
　また、図１１を参照して本発明のまた他の実施例を説明すれば、前記第４段階は、前記
傾きが発生した場合、傾いた方向の反対側で前記バラストタンクに積載されたバラスト水
を移動させて前記海洋構造物の姿勢を制御することができる。
【０２０４】
　そして、前記バラストタンクは、前記バラストタンク内部に区画を分ける隔壁を具備し
て、前記隔壁には他区画で前記バラスト水を移動させるための開閉部を設置して、前記開
閉部の内部には前記バラスト水の移動速度及び移動方向を制御するポンプが設置されるこ
とができる。また、前記バラストタンクと水位計（ｗａｔｅｒ　ｇａｕｇｅ）を連結して
前記バラストタンクの水位をモニタリングしてフィードバック（ｆｅｅｄ　ｂａｃｋ）及
び／又は、フィードフォワード（ｆｅｅｄ　ｆｏｒｗａｒｄ）を通じてアクティブ制御（
ａｃｔｉｖｅ　ｃｏｎｔｒｏｌ）をすることができる。
【０２０５】
　また、前記２段階での内外力の測定データを外部気象情報サーバーに伝送して、前記気
象情報サーバーは人工衛星から受信された気象情報を前記内外力の測定データと比較して
誤差を修正した気象情報修正データを保存することができる。また、前記気象情報サーバ
ーに接続された外部使用者端末の要請により、前記気象情報修正データを前記外部使用者
端末に提供することができる。
【０２０６】
　一方、前述した目的を達成するための本発明のまた他の一側面によれば、水槽又は、風
洞で線形試験を通じて海洋構造物外部流体の流れが海洋構造物に及ぼす内外力に対するデ
ータ及び前記内外力に伴う海洋構造物の反応に対するデータを蓄積してルックアップテー
ブルを生成する第１段階、海洋構造物の実際の航海において飛行時間法（Ｔｉｍｅ－ｏｆ
－Ｆｌｉｇｈｔ　Ｍｅｔｈｏｄ）を利用して前記内外力を測定する第２段階、第２段階の
内外力の測定データを第１段階のルックアップテーブルに蓄積された内外力に対するデー
タと比較して海洋構造物の反応に対するデータを予測する第３段階、実際の海洋構造物の
反応を測定する第３－１段階、前記第３－１段階で測定された海洋構造物の反応に対する
データと第３段階で予測された海洋構造物の反応に対するデータを比較して、その差が発
生した場合、第３－１段階の海洋構造物の反応に対するデータで第１段階で生成されたル
ックアップテーブルにおいて海洋構造物の反応に対するデータを修正する第３－２段階及
び前記ルックアップテーブルに蓄積されたデータを仮想のシミュレーションを通じて海洋
構造物に対するメンテナンスデータを取得する第４段階が含まれる。
【０２０７】
　図１２を参照すれば、本発明の実施例により前記メンテナンスデータがシミュレーショ
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ンを通じて獲得された内容を確認することができる。例えば、メンテナンスデータは前記
海洋構造物に備わった個別構造物の重要度順序でそれぞれに対する位置情報、メンテナン
ス費用情報、メンテナンス所用時間情報、残余寿命情報などを含んで出力されることがで
きる。
【０２０８】
　また、前記海洋構造物の反応に対するデータは、ストレーン、変形、亀裂、振動、周波
数、腐食、侵食のうちの少なくとも一つを含むことができる。前記周波数は固有周波数（
ｎａｔｕｒａｌ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）、高調波周波数（ｈａｒｍｏｎｉｃ　ｆｒｅｑｕ
ｅｎｃｙ）を含んで、構造解釈方式と連動して前記海洋構造物に加えられる周波数を回避
して疲労を最小化して寿命延長のためのデータで活用される。
【０２０９】
　また、前記第４段階のメンテナンスデータは、前記海洋構造物に備わった個別構造物の
あらかじめ設定された重要度により区別されて獲得されることができる。
【０２１０】
　ＤＰ又はＤＭバウンダリー（Ｂｏｕｎｄａｒｙ）条件を充足して制御時、前記海洋構造
物に備わった個別構造物に対し疲労最小化に対する優先順位を決めて、ＥＥＯＩ／ＥＥＤ
Ｉ／ＤＭＳ／ＤＰＳの効率が適切に大きくなるように緊急、至急、優先などの順位で運営
することができる。
【０２１１】
　また、前記メンテナンスデータは、メンテナンスが必要な位置情報、メンテナンス費用
情報、メンテナンス所用時間情報又は、構造物別残余寿命情報のうちの少なくとも一つを
含むことができる。フローティングマット結合体の一つ以上の地点に電気式又は、光学方
式のセンサを引入してスロッシング（ｓｌｏｓｈｉｎｇ）により発生する前記フローティ
ングマット結合体の負荷、ストレーン、変形、変位、疲労、微細亀裂（ｍｉｃｒｏ　ｃｒ
ａｃｋ）、振動、周波数を測定する。
【０２１２】
　流体保存タンクの壁間にも電気式又は、光学方式のセンサを引入して流体のスロッシン
グによるフローティングマットと流体保存タンク壁間の衝撃による負荷、ストレーン、変
形、変位、微細亀裂（ｍｉｃｒｏ　ｃｒａｃｋ）、振動、周波数を測定する。
【０２１３】
　フローティングマット単位体はＬＮＧを含んだ液体内で浮流可能な構造又は、材質で成
り立って、ＬＮＧタンク、バラストタンクなどに適用可能で、前記フローティングマット
の大きさは前記タンクの中に満たされる物質の最大量を考慮して決定されてスロッシング
を最小化すると同時に前記マットとタンクのスロッシングによる衝撃もさらに最小化する
。
【０２１４】
　海洋構造物とタンクに対する測定も重要だがスランミング（ｓｌａｍｍｉｎｇ）による
海洋構造物の反応は同一でないので、電気式又は、光学方式のセンサを引入してスランミ
ングにより発生する前記フローティング　マット結合体の負荷、ストレーン、変形、変位
、疲労、微細亀裂（ｍｉｃｒｏ　ｃｒａｃｋ）、振動、周波数を測定して安全診断と制御
を通じて前記海洋構造物とタンクの間の衝撃を最小化するデータで活用する。
【０２１５】
　前記測定されたスランミングによった海洋構造物の反応とスロッシングによるバラスト
タンクを含む貯蔵タンクの反応に対するデータは数値算術モデル（ｍａｔｈｅｍａｔｉｃ
ａｌ　ｍｏｄｅｌｓ）と連動して最適化＆人工知能アルゴリズムを得て、その結果がルッ
クアップテーブル形態で航海記録装置（ＶＤＲ）又は、別途のサーバーに保存されて海洋
構造物の姿勢を制御して損傷を最小化する。
【０２１６】
　また、前記保存されたデータは実時間状況認識、過去記録の状況再現、場合の数に対す
る状況予測を実現するために必要な状況認識用基準データ（ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　データ
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）で活用する。また、保存されたデータを利用して仮想のシミュレーションを通じて構造
診断及び作業評価機能を遂行することができる。
【０２１７】
　前記アルゴリズム又は、シミュレーターに実際の測定データの持続的に反映及びルック
アップテーブルの修正を通じて最適化された予測シミュレーターを実現する。ライザー（
ＳＣＲ、ＴＴＲ、Ｔｅｎｄｏｎ）／ＲＯＶ／ドリルリグ（Ｄｒｉｌｌ　ｒｉｇ）などを含
む海洋構造物に前記アルゴリズム又は、シミュレーターを反映して自動学習技法を活用し
た自動化を実現することができる。
【０２１８】
　本発明の実施例に伴う実時間海洋構造物に対する気体又は、流体力学的環境内外力、船
体応力、６自由度運動及び運用位置のモニタリングを通した制御方法はレーダー（Ｒａｄ
ａｒ）、ＩＭＵ、ＧＰＳ計測技法、Ｘ－ｂａｎｄレーダーを利用して衝突防止だけでなく
波浪、波高を測定及びウエーブモーション（Ｗａｖｅ　ｍｏｔｉｏｎ）を予測して、少な
くとも一つのＩＭＵを利用して海洋構造物の６自由度モーションだけでなくホッグ
（Ｈｏｇｇｉｎｇ）、サギング（Ｓａｇｇｉｎｇ）、トーション（Ｔｏｒｓｉｏｎ）まで
計測して、時間と空間情報取得道具を利用して海洋構造物の移動距離及び座標計測衛星の
環境外力データをレーダー及びＩＭＵのデータと連動して海洋構造物の疲労最小化して、
ＥＥＯＩ／ＥＥＤＩ／ＤＰ　Ｂｏｕｎｄａｒｙ／ＤＭ　Ｂｏｕｎｄａｒｙ／Ｒｉｓｅｒｓ
（ＳＣＲ、ＴＴＲ、Ｔｅｎｄｏｎ）／Ｌｏｗｅｒｉｎｇ／ＲＯＶ／Ｄｒｉｌｌ　Ｒｉｇに
反映して予測プロシージャのアルゴリズムとシミュレーターに変えることができる。
【０２１９】
　また、レーダーを利用して波高、波浪、周期、波の速度及び方向を測定するものの、レ
ーダーのポラ（Ｐｏｌａｒ）イメージ収集は３２個で限定されなくて、実時間動的イメー
ジプロセッシングをするために新しいポライメージを受けると同時に最初或いは一番古く
なったポライメージを削除して実時間動的イメージプロセッシングができる。
【０２２０】
　そして、衝突防止、波浪／波高測定及びウエーブモーション（Ｗａｖｅ　ｍｏｔｉｏｎ
）予測機能を連動することができる。合わせて、既存のＸ－Ｂａｎｄ又はＳ－Ｂａｎｄ衝
突防止用レーダーを利用して、ＲＦ　１ｘ２スプリッタ（Ｓｐｌｉｔｔｅｒ）、ＲＦ増幅
器又は、光信号伝送及び増幅機能を活用して波浪、波高、周期計測結果を抽出することが
できる。また、６自由度Ｍｏｔｉｏｎ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｘ／Ｓ－Ｂａｎｄ　Ｗ
ａｖｅ　Ｒａｄａｒ、Ｗａｖｅ　Ｈｅｉｇｈｔ　Ｍｅａｓｕｒｉｎｇ　Ｓｅｎｓｏｒ、Ｄ
ｏｐｐｌｅｒ、Ｔｉｍｅ　ｏｆ　Ｆｌｉｇｈｔ及び映像つながり（Ｉｍａｇｅ　Ｏｖｅｒ
ｌａｙ）方式を利用することができる。
【０２２１】
　１．時間と空間情報取得道具（例、ＲＦ　＆　Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ－　ＧＰＳ、ＤＧＰ
Ｓ、ＲＴＫ、光－Ｌｉｄａｒ、ＰＩＶ、ＰＩＴ，干渉計など、水中では音波、超音波、光
／Ｌｉｄａｒなどを活用）　＆スマートＩＭＵ（電気式／光電気式のジャイロ＋光格子、
ＭＥＭ、などの電気式加速度＋環境外力計測の連動、間接連動或いは無連動（直間接経験
）の人工知能含むと状況認識のＤＢ）を連動を本構造物状況認識化した６自由度モーショ
ン／反応姿勢（ｒｅｓｐｏｎｓｅ）計測及びＤＢで連動させて、予測制御をして環境外力
計測連動あるいは無連動する人工知能のＥＥＯＩ（Ｅｎｅｒｇｙ　Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ
　Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）／ＤＰＳ（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｐｏｓｉｔｉ
ｏｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）／ＤＭＳ　（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｍｏｔｉｏｎｉｎｇ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ）用予測モニタリング、予測アドバイザーシステム、ａｎｄ／ｏｒ予測Ａｕｔｏｍ
ａｔｅｄ制御システムを活用する。
【０２２２】
　（１）ＤＰ又はＤＭバウンダリー条件充足制御時、前記本／複合構造物中に優先対象構
造物の順位を反映して（例、Ｓｕｂｓｅａ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ／Ｒｉｓｅｒ／Ｄｒｉｌ
ｌ　Ｒｉｇ、Ｈａｗｓｅｒ　Ｌｉｎｅ　＆／ｏｒ　Ｍｏｏｒｉｎｇ　Ｌｉｎｅまず、次に
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ｎｏｎ－ｓｕｂｓｅａ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ／Ｆｌａｒｅ　Ｔｏｗｅｒ、Ｔｏｐ－ｓｉｄ
ｅ、＆　Ｈｕｌｌ、．．）疲労最小化優先順位を決めて、ＤＰＳ、ＤＭＳ又はＥＥＯＩの
制御効率が最も大きくなるように運営する。
【０２２３】
　（２）ＥＥＯＩ／ＥＥＤＩ条件充足制御時、前記本／複合構造物中にまず対象構造物の
順位を反映して（例、Ｒｕｄｄｅｒ、Ｔｈｒｕｓｔｅｒ、Ｐｒｏｐｅｌｌｅｒ　ＲＰＭ、
Ｂａｌｌｉｓｔｉｃ、Ｆｕｅｌ　＆／ｏｒ　Ｓｔｏｒａｇｅ　Ｔａｎｋ、Ｗｉｎｄ　Ｓａ
ｉｌ、Ｍｏｏｒｉｎｇ　Ｌｉｎｅ　Ｔｅｎｓｉｏｎｅｒ、Ｒｉｓｅｒ　＆／ｏｒ　ｉｔｓ
　Ｔｅｎｓｉｏｎｅｒ）疲労最小化優先順位を決めて、ＤＰＳあるいはＥＥＯＩ／の制御
効率が最も大きくなるように運営あるいは定量的なＥＥＤＩを計測する。
【０２２４】
　（３）ドリルリグ（Ｄｒｉｌｌ　Ｒｉｇ）／ライザー（Ｒｉｓｅｒ）モニタリングを通
じて海洋構造物の一番楽な姿勢を設定及び予測した制御を遂行するものの、必要な時間に
必要な６自由度を勘案したダンピングを遂行する（例：連結部位でＨｅａｖｅ中心モーシ
ョンダンピングをするが、予測モーションを勘案して油圧モーターを予め制御して必要な
６自由度を勘案したダンピングを行う）。
【０２２５】
　２．構造物に加えられるＨｙｄｒｏ－＆　Ａｅｒｏ－Ｄｙｎａｍｉｃの影響に反応する
各個別的あるいは統合的な造船海洋複合構造物の固有応答周波数（Ｎａｔｕｒａｌあるい
はＨａｒｍｏｎｉｃ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）を回避又は、環境外力が構造物に加えられる
条件を変更して構造物の寿命を延ばす。
【０２２６】
　（１）構造物に加えられる環境外力、複合構造物に許容される複合エネルギーと保有さ
れている慣性＋弾性運動エネルギーを実時間疲労実計測あるいは算術の数値結果を６自由
度モーション（例、Ｈｏｇｇｉｎｇ、Ｓａｇｇｉｎｇ　＆　Ｔｏｒｓｉｏｎ）の動き計測
と連動を通じて状況判断の優先順位あるいは重要度によって構造物の独立的あるいは複合
的に許容されるイールドストレス（Ｙｉｅｌｄ　Ｓｔｒｅｓｓ）を最小化して要求される
構造物の独立的あるいは複合的に許容される疲労を最小化して構造物の寿命を延ばす。
【０２２７】
　３．係留ラインの欠陥（Ｉｎｔｅｇｒｉｔｙ）を計測（例、テンション、Ｓｔｒａｉｎ
、引張試験（Ｅｌｏｎｇａｔｉｏｎ）、振動、などの静－動的数値及び変化速度と加速度
活用）して実時間で側出して進んで係留ラインの寿命を正確に予測することによってＣｏ
ｎｄｉｔｉｏｎ　Ｂａｓｅｄ　Ｍａｉｎｔｅｎａｎｃｅができて、以上寒さを反映して手
／自動で適切な海洋構造物の静的及び動的ポジショニング制御及び残留疲労を反映した運
営管理をする。
【０２２８】
　（１）係留時、ムアリング（Ｍｏｏｒｉｎｇ）　Ｌｉｎｅ　Ｔｅｎｓｉｏｎ　Ｍｏｎｉ
ｔｏｒｉｎｇを連係して、環境外力を反映したＤＰ（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎ
ｉｎｇ）予測モニタリング及び予測制御、ＤＭ（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｍｏｔｉｏｎｉｎｇ）
予測モニタリング及び予測制御とＥＥＯＩ（Ｅｎｅｒｇｙ　Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ　Ｏｐ
ｅｒａｔｉｎｇ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）を勘案する構造物の運動及び姿勢制御をする。
【０２２９】
　（２）海底構造物（例、係留ライン／Ｍｏｏｒｉｎｇ　Ｌｉｎｅ，Ｒｉｓｅｒｓ、アン
ビリカル（Ｕｍｂｉｌｉｃａｌ）　Ｌｉｎｅ構造物）に光計測方式の振動（例、ＤＡＳ）
計測接木して、構造物の振動計測と、既存ストレーンあるいは加速度計測を通した構造の
変形率、変形状態と連動して加えられる環境外力（例、潮流、海流の外力のベクター）と
これによる構造物の応答のベクターを追い出す。
【０２３０】
　（３）環境外力計測と連動する場合、ＣＦＤ、ＦＥＡ　＆／ｏｒ　ＦＳＩ入力条件を最
大で状況認識機能の計測＆ＤＢ化して、ＣＦＤ、ＦＥＡとＣｏｕｐｌｅｄ応用モデル、＆
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　ＦＳＩ（環境外力と環境外力に反応した構造物運動モデル）を活用する。
【０２３１】
　４．実時間状況認識、過去記録の状況再現と今後予測記録の場合数対比、状況予測を実
現するために必要な状況認識用計測機器構築及び結果取得とＤＢ保存方式を実現する。
【０２３２】
　（１）状況認識ミドルウェアとウェブ基盤状況認識モニタリングプログラムを活用した
実時間ウェブ基盤システムを構築する。
【０２３３】
　（２）状況認識ミドルウェアあるいは類似の機能のソフトウェア連動をすべての状況認
識機能の計測結果を実時間数理モデル（Ｍａｔｈｅｍａｔｉｃａｌ　ｍｏｄｅｌ）（例、
ＣＦＤ、ＦＥＡ　＆／ｏｒ　ＦＳＩ…）連動して最適化する基盤ツールで活用することが
できるし、また、この最適化した数理モデルを実計測を反映したアルゴリズム化及びシミ
ュレーションに進化させる。
【０２３４】
　（３）単純計測されたモニタリング機能以外にも、実計測反映あるいは数値計算反映完
成されたアルゴリズムを連動して人工知能で加工されたモニタリング機能及び予測制御シ
ステムあるいはシミュレーションを実現する。
【０２３５】
　（４）統合計測された状況認識するデータベースをＶＤＲ（Ｖｏｙａｇｅ　データ　Ｒ
ｅｃｏｒｄｅｒ）に保存あるいは連動して、Ｈｙｄｒｏ－Ｄｙｎａｍｉｃ　＆／ｏｒ　Ａ
ｅｒｏ－Ｄｙｎａｍｉｃエネルギー（例、波の方向及び速度あるいは風向きと風速のベク
ターとこれに対しよる構造物の応答のベクター）を追い出す。
【０２３６】
　５．レーダー＋ＩＭＵ＋ＧＰＳ計測技法、Ｘ－ｂａｎｄあるいはＳ－ｂａｎｄレーダー
（Ｒａｄａｒ）を利用して衝突防止だけでなく、波浪／波高測定及びウエーブモーション
を予測して、ＩＭＵ　１個あるいはそれ以上を利用して船体の６自由度モーションだけで
なくホッグ
（Ｈｏｇｇｉｎｇ）、サギング（Ｓａｇｇｉｎｇ）、トーション（Ｔｏｒｓｉｏｎ）まで
計測して、時間と空間情報取得道具（例、ＲＦ＆Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ－　ＧＰＳ、ＤＧＰ
Ｓ、ＲＴＫ、光－Ｌｉｄａｒ、ＰＩＶ、ＰＩＴ、干渉計など、水中では音波、超音波、光
／Ｌｉｄａｒなどを活用）を利用して船舶の移動距離及び座標計測衛星の環境外力データ
をレーダー及びＩＭＵ　データと連動してハル（Ｈｕｌｌ）の疲労最小化して、ＥＥＯＩ
／ＥＥＤＩ／　ＤＰ　Ｂｏｕｎｄａｒｙ　／ＤＭ　Ｂｏｕｎｄｒｙ　／　Ｒｉｓｅｒｓ（
ＳＣＲ、ＴＴＲ、Ｔｅｎｄｏｎ）　／Ｌｏｗｅｒｉｎｇ　／　ＲＯＶ／　Ｄｒｉｌｌ　Ｒ
ｉｇに反映して予測プロシージャのアルゴリズム＆／ｏｒシミュレーターに変える。
【０２３７】
　（１）レーダーを利用して波高、波浪、周期、波の速度及び方向を測定するものの、レ
ーダーのポラーイメージ収集は３２個で限定されなくて、実時間動的イメージプロセッシ
ングをするために新しいポラ（Ｐｏｌａｒ）イメージを受けて、代わりに最初あるいは一
番古くなったポラー（Ｐｏｌａｒ）イメージを捨てて実時間動的イメージプロセッシング
をする。
【０２３８】
　（２）衝突防止、波浪／波高測定及びウエーブモーション予測機能を連動する。
【０２３９】
　（３）ＲＦ１ｘ２スプリッタ（Ｓｐｌｉｔｔｅｒ）あるいはＲＦ増幅器を活用して既存
のＸ－Ｂａｎｄ或いはＳ－Ｂａｎｄ衝突防止用レーダーを利用する。
　（４）６ＤＯＦ　Ｍｏｔｉｏｎ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｘ－Ｂａｎｄ　Ｗａｖｅ　
Ｒａｄａｒ　Ｄｏｐｐｌｅｒ、Ｔｉｍｅ　ｏｆ　Ｆｌｉｇｈｔ＆映像つなぎ（Ｉｍａｇｅ
　Ｏｖｅｒｌａｙ）方式を利用する。
【０２４０】
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　６．数理モデリング、Ｍａｔｈｅｍａｔｉｃａｌ　ｍｏｄｅｌｓ（例、ＣＦＤ、ＦＥＡ
＆／ｏｒ　ＦＳＩ…）シミュレーション結果（Ｈｙｄｒｏ　＆　Ａｅｒｏ－ｄｙｎａｍｉ
ｃ情報による）をＣＤＦ解釈に反映してＣＤＦ　モデル最適化＆　アルゴリズムに進化し
て、解釈＆進化した結果はルック－アップ
テーブルでＶＤＲあるいは別途のサーバーに蓄積して、蓄積されたデータは仮想のシミュ
レーションを通じて構造診断及び作業評価機能を遂行する。
【０２４１】
　（１）Ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅｄ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅデータを活用して予測
制御を遂行する
【０２４２】
　（２）ブラックボックス（Ｂｌａｃｋ　Ｂｏｘ）機能を追加して有無線ネットワークを
構成する。
【０２４３】
　（３）補正されたタイムタグ（Ｔｉｍｅ　Ｔａｇ）機能を追加する。
【０２４４】
　（４）蓄積された人工知能を含んだＥＭＳ　＆　ＭＭＳ計測されたデータ対比構造解釈
アルゴリズム機能を追加する。
【０２４５】
　（５）単純計測されたモニタリング機能以外にも、実計測反映完成されたアルゴリズム
を人工知能で反映して加工されたモニタリング機能及び予測制御システム（例、Ｕｔｉｌ
ｉｚｅ　ｔｈｅ　ｒｅｓｕｌｔｅｄ　ｉｎｆｌｕｅｎｃｅ　ｔｏ　６　ＤｏＦ　Ｍｏｔｉ
ｏｎ　＆　Ｄｉｓｐｌａｃｅｍｅｎｔ　ｆｏｒ　ＤＰＳ、ＤＭＳ、＆　ＥＥＯＩ／ＥＥＤ
Ｉ（Ｅｎｅｒｇｙ　Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ　Ｄｅｓｉｇｎ　Ｉｎｄｅｘ））を保存記録す
る。
【０２４６】
　７．Ｈｙｄｒｏ－Ｅｌａｓｔｉｃによるスランミング（Ｓｌａｍｍｉｎｇ）　＆／ｏｒ
スロッシング（Ｓｌｏｓｈｉｎｇ）とエアロ－エラスティック（Ａｅｒｏ－Ｅｌａｓｔｉ
ｃ）による火災／爆破計測技法でオプティカル＆エレクトリックＥｘｔｅｎｓｏｍｅｔｅ
ｒ、ＰＩＶ、ＰＴＶ、ＢＰ　Ｆｉｌｔｅｒ　Ｅｎｅｒｇｙ　ｉｎｔｅｎｓｉｔｙ、Ｓｔｒ
ａｉｎ　Ｇａｇｅ、Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｓｅｎｓｏｒ、Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ計測方式／
ＤＡＳ－　ｅｘｃｉｔａｔｉｏｎ　＆　ｍｏｎｉｔｏｒｉｎｇを活用する。
【０２４７】
　（１）ストレーンセンサ（Ｓｔｒａｉｎ　Ｓｅｎｓｏｒ）で隔壁の変形を測定して、グ
ローバル計測のためにウルトラソニック計測あるいはＤＡＳ－励起
（ｅｘｃｉｔａｔｉｏｎ）方式でモニタリングする。
【０２４８】
　（２）ウエーブによる船体隔壁の應答を計測して、計測されたセンサの位置を確認して
波高を抽出する。
【０２４９】
　８．構造物の組み込みセンサ（Ｅｍｂｅｄｄｅｄ　Ｓｅｎｓｏｒ：Ｓｔｒａｉｎ、Ａｃ
ｃｅｌｅｒａｔｉｏｎ、Ｔｅｍｐｅｒａｔｕｒｅ）を利用したモニタリング技術として、
橋梁、下水道、上水道、ガス管、油管、トンネル、構造物支持台などの構造物にテンショ
ナー（Ｔｅｎｓｉｏｎｅｒ）を引入して、テンショナーに引入されたセンサを通じて振動
、加速度、位置、年中／季節別温度、物性（ｓｔｒｅｓｓ又はｓｔｉｆｆｎｅｓｓ）を計
測して構造物安全診断、地震、漏水、盗難防止に対するモニタリングをする。
【０２５０】
　９．地下鉄、地下車道建設など他工事影響で一定期間露出する構造物及び配管の安全性
確保のための漏出事故影響評価解釈技術として、ＣＦＤ理論を利用した密閉及び部分開放
空間でガス爆発被害予測を解釈する。
【符号の説明】
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【０２５１】
１００：海洋構造物、２００：海洋構造物、３００：伸張計、３０１：ワインディンブ部
、３０２：感知部、３０３：刺激部、３０４：光学センサ、３１０：ワイヤー、３２０：
光繊維ワイヤー、４００：構造物自動制御部、４１０：結合手段、４２０：変位調節手段
、５００：バラストタンク、５１０：スロッシング抑制部、５２０：隔壁、５３０：開閉
部、５４０：ポンプ
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